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概要

本論 文は, 生産 システムの 自己組織的構成法 を提案 し, 計算機実験 に

よりその有効性の確認 を行 う.

生産システムをとりまく外的 ・内的環境 は複雑化 してお り, 生産者 は

そのような環境 の複雑化 にうま く適応 しなが ら, 市場の要求に合致 した

製品を迅速に生産 し, 供給 してい くため に, 変種変量生産の実現が必要

である. 集中管理型のシステム構造 を持つ既存の統合型CIMを 採用 して

いたのでは, システムの 「堅 さ」のために生産環境 の複雑 さに十分 に適

応す ることが困難であ り, 生産 システムを自律分散 システム として捉 え

る研究が多 くな されている. しか し, 従来の自律要素 間における分散型

問題解決手法は多 くはな く, 分散人工知能の一つである契約方式 による

ものがほ とんどである. これらの手法は問題 をボ トムアップ的に処理 し,

部分か ら全体へ とシステムの秩序形成 を行 う自律分散 システムが本来有

すべ き特徴 を十分 に備 えているとはいえず,新 たな手法の確立が必要で

ある.

本研究では, 自律分散型の生産 システムを構築 する一手法 として, 生

産 システムの自己組織的構成法 を提案す る.本 研究における生産システ

ムの自己組織的構成法 とは 「生産システム を自己組織化 を用いて構成す

る方法」であ り, 自己組織化 とは, 「生産機械 と製品の相互作用により, 製

造 フロアにおける秩序 または構造が創発す る過程」 と定義する. 本研究

では, 自己組織的構成法構築のために, 生産 要素間の相互作用 にポテ ン

シャル場 を用いることを提案 している. 提案手法では, 場の相互作用 を

用いていることか ら空間的計画 と時間的計画 を同時 に扱 うことが可能 と

なる とい う特徴がある.

自己組織的構成法の適用例 として, まず, 自己組織化 によるスケジュー

リング手法 を提案 している. 提案手法 は,自 律分散型かつ リアルタイム

スケジューリング手法の1つ であ り, さらに搬送 システムを考慮 したスケ

ジュー リング手法であると捉 えることがで きる. 多層プ リン ト基板への

穴あけ工程に提案手法 を適用 し, 計算機実験 を行い, 自律的に生産が進

む様子 を観察す るとともに, 機械の故障に適応す る様子 を観察 している.

また, 既存 の リアル タイムスケジュー リング手法 との比較実験 を行 った

結果, 同程度以上 の生産性 を有することを確認 している. さらには,自

己組織化 における自律要素 と して人間が システムに参入す ることもで き

るこ とを示すために, 自己組織化 と仮想空間を統合する方法について述

べ ている. 構築 したシステムにおいて, システムにエ ンジニアが参入 し,
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人間とシステムとの相互作用が可能 となることを示 している.

次 に, 自己組織的構成法 を用いた設備 レイアウ ト計画手法 を提案 して

いる. 組合せ最適化問題 としてレイアウ ト計画 を行 うのが困難 な半導体

生産システムを対象に, 製品を流 しなが らレイアウ ト計画 を行 うもので

ある. 計算機実験では, 自己組織化 によ り得 られ るレイアウ トが, 製品

のプロセス フローと設備台数等のシステム構成に従 い, 設備が同心 円状

に配置 されることを確認 している. また, 熟練者 によ り設計 された既存

の レイアウ トとの比較実験 において も, 提案手法の有効性 を確認 してい

る. 最後 に提案手法 はレイアウ ト設計 における工数お よびコス トの削減

にも有効であることを明 らかに している.

さらに, 自己組織的構成法 を利用 したスケジュー リングお よび設備 レ

イアウ ト計画手法 を発展 させ, 製造 フロア内の全ての生産要素が移動 し

なが ら生産が進捗 するラインレス生産システムを提案 している. ライン

レス生産方式が実現する と多品種生産の実現, 設備故障等の環境変化へ

の適応性 などが実現可能であるという特徴 を明 らかに してい る. 自動車

溶接工程 を対象 とし, 計算機実験 を行った結果, すべての要素が移動 し

なが ら生産が進捗 する過程 を確認 している. また, ライン型生産 システ

ムとの比較実験 の結果,多 品種生産環境下での生産性, 設備故障へ の適

応性 に関 して有効性があることを示 している.

最後に, 自己組織的構成法 において利用 してい る構成要素の行動 ルー

ル自体 を自己組織化するために, 自己組織的構成法 に強化学習 を導入 し,

手法の拡張 を行 うことを提案 している. 強化学習 を導入す ることで, 局

所情報のみを利用 していたのでは達成が困難な生産システムの 目的 を達

成す ることがで きることが期待で きる. 段取 りを考慮 したスループ ット

最大化問題 を対象 とし, 計算機実験 を行ったところ, 各機械 の役割分担

お よびスループッ ト最大化の達成 を確認 している. また, 実験途中で生

産 システムの外部環境の変動 にあたる注文内容 を変更 した ところ, 役割

分担の再構成 がおこ り, 結果 として再 び最大スループ ットを獲得で きる

ことを明 らかに している.

以上 より, 本研究で提案お よび構築 している生産システムの自己組織

的構成法は, 今後 ます ます増大す ると予想で きる生産環境の複雑 さに適

応で きる生産システムの構成法 とな り得 ると考えられる.
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第1章

緒論

1.1 研 究 の 背 景

生 産 システ ム を と りま く環境 が複 雑 化 して い る と言 われ て久 しい. 消

費者 の嗜好が変化 し, そ の活動様 式 は グローバ ル化 し, さらには文化 は多

様 化 して きてい る. これ らが生 産 システ ム を と りま く環 境 の複雑 さ, ダ

イナ ミクスな ど, 予 測 困難 な変動 を引 き起 こす要 因 とな ってい る.

生 産環境 の複雑 さとは, 大 き く分 けて生 産 シス テ ム外 部環 境 の複雑 さ

と, 内部環境 の複雑 さに分類 がで きる. Wiendahiら は, 生 産要 求の 多様

化 に対 応 す るため, 企業 が生 産す る製 品 の部 品点数 が上 昇 して い る と報

告 してい る[1]. 例 えば, ドイツの 自動車 製造 業 にお け る1975年 と1990

年 の比較調 査 の結果, 製品の部 品点数 は400%に も達 してい る と報告 して

い る. また逆 に, 50%以 上 の部 品が, 5%に 満 た ない製 品で しか利用 され

てお らず, 製品 間で共 通利 用 され る部 品点 数が 非常 に少 な くな ってい る

こ とを報告 してお り, 生産 品種 の増 大 を示 してい る. これ らは生産 シス

テ ムへ の外 部環境 の変動 に よる影響 を表 してい る.

また, 消費者 の要求 に合致 した カス タム製 品 を設計, 製造す るため,製

造 リー ドタイムの60%を 製 品設計 と生 産計 画 に費 や してお り, 作 業者 の

75%は 素材 か ら製 品 を製造 す る物 理 的 過程 で は な く, 生 産 に関 連 した情

報 に関す る部 門 での仕事 を してい る とも報告 して お り, 外 部環 境 の複雑

2
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さに対 応 す る ため に生 産 シス テム 内部 の複 雑 さが増 大 してい る一例 であ

る と考 え られる.

また, Honは [2] の 中で製造 品種 の増大 に起 因す る生産 シス テムの複雑

さ を6つ に分 類 して い る.

・ 製造 プ ロセス: 部品毎 の工 具 交換 や プロ グラム変更等 の複 雑 さ.

・ 製 品: 製 品の欠 陥 の程度 や頻 度 に関す る複雑 さ.

・ 搬 送: ジ ョブ シ ョップ型 フロア にお け る製 品搬送 に関す る複 雑 さ.

・ プ ロ ダク トミックス: 多 品種生 産 の場 合 の品種 間の優先 関係 に関す

る複雑 さ.

・ サ プ ライチ ェー ン: 部 品供給 に関す る計 画や出荷 タイ ミングに関す

る複雑 さ.

・ シス テム: 生 産計 画 と生 産管理 システ ム に関す る複雑 さ.

これ よ り調 達, 設計, 製造 とい う生 産の あ らゆ る場 面 にお け る複 雑 さ

が増 大 して い る こ とが 分 か る.

以上 の ように, これか らの生 産 システ ムは, システ ム外 部 の環境 の複

雑化 と, そ れに起 因す る システ ム内部 の複雑化 に適切 に対応 す るた め に,

従 来 の少 品種 多量 生 産か ら, 多 品種少 量生 産, さ らには変種 変量 生産 を

実 現 し, 市 場 の要 求 に応 じた製 品 を, 迅速 に設 計 ・生 産 し, 供給 してい

く必 要が あ る.

現在 までの生 産 シス テム は, 情 報技術, 計 算機科 学 の発 達 に支 え られ,

Fordの 大量生 産 システムか ら, FMS (Flexibie Manufacturing System), そ

してCIM (Computer Integrated Manufacturing system) へ と発 展 して きた.

CIMは, 情報 処理 技術 が もつ デ ー タベ ー スやデ ー タ通信 機能 を最 大 限

に使用 し, 生 産情報 を統 合 的 に扱 う枠組 みの こ とで あ る [3]. 生 産の各段

階 にお け る生産情 報 を統合 的 に扱 うことで, 生 産の効率化 や多品種生産 の

実現 を 目指 して いたが,CIMに お いて採 用 され る集 中管 理型 の シス テム

様 式 には限界 があ り, 以下 の様 な問題 点が ある と上 田は指摘 してい る [4].
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・ システムに対 す る生産要求が変動 した際, 製 品設計 ・生産 スケ ジュー

ルの変更 に柔軟性 を欠 いて いる.

・生 産要 求が変動 した際, 迅 速 な生 産設備 の更新 が 困難 であ る.

・生 産設備 の故 障や保全 の際 の適 応能 力 に欠 け る.

・労働 者 の安全性 な ど, ヒューマ ンフ ァクターの考慮 に欠け てい る.

・ リサ イクルや 自然環 境 な ど, 人工物 をそ の ライ フサ イ クル全体 か ら

捉 える視 点 を欠い てい る.

結果 と して これ らの問題点 の ため に, 上述 のい わゆ る統 合型 のCIMで

は近年 の環境 の変動 に適 応す る こ とが 困難 とな り, 新 た な生 産 シス テ ム

の開発 が必要 となって い る.

統合 型CIMの 限 界 を打破 し, 生 産環境 の グローバ ル化 へ の対 応,変 種

変量生 産 シス テム を実現 す るた め に, 従 来 の よ うに 一か所 に集 中 した大

規 模工 場 を統 一的 な考 え方 で運 用す るの で は な く, 適切 な規 模 で分散 さ

れた工場や機能 ごとに適 した場 所 で, 適 した時 間 に, 適 した使 用 で運用す

る こ とが求 め られてお り, 分散 システ ム として シス テム を構 築 す るCIM

が提案 され て きてい る[5,6].

また, 分散 シス テムの考 え方 を さ らに進 め, 生 産 シス テム を 自律分 散

システ ムの1つ と して捉 え,構 成 す る アプ ローチ があ る. 自律分 散 シス

テ ムは,「 自律性 を持 った構成 要素 (個) が い くつ か集 ま り, 相 互 に協 調

す る こ とに よって全体 と しての秩序 とそ れ に と もな う機能 を生 成す る シ

ス テム」 で あ る [7].

生 産 シス テム を自律 分散 シス テ ム と して構 成す るこ との利 点 は, 大規

模 な システ ム を比較 的小 さなサ ブ シス テムへ と分割 す るこ とで, 扱 う問

題 の規模 を小 さ くで きる こ とにあ る. また, 自律分 散 シス テムで は,「 シ

ス テム は不 稼働 なサ ブ シス テ ム を含 み うる」 との前提 が あ り, いか なる

サ ブ システ ムが 不稼働 とな って も, 残 りのサ ブ シス テムが それ ぞれ 生存

す るた めに制 御 で き (自律 可制御 性), か つ互 い に協 調 で きる (自律 可協

調 性) システ ム を目標 と してい る. 以 上 の様 な特徴 は, 自律 分散 シス テ
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ムが生物 の持 つ特 徴 をアナ ロジー と して提案 され工学 的 に定義 され た [8]

シス テムで あ るか らであ る.

本研 究 にお い て も, 自律 分散 シス テム にお け る 自律 分散 性, 自律 可協

調性, 自律可制 御性 が生産 シス テム におい て実現 で きれ ば, 現代 の生産環

境 の複 雑化 に適 切 に対 応 可能 で あ る と考 え, 自律分散 シス テム ア プロー

チ を採 用す る.
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1.2 関 連 研 究

1.2.1 生 産 シ ス テ ム に お け る 自律 分 散 シ ス テ ム ア プ ロ ー チ

現 在 の生産 システ ム を取 り巻 く環境 の複 雑 さを取 り扱 うこ とを 目指 し

た新 しい生産 ステムの研 究 は多 く行 われてい る. Wiendahlは,[1] にお い

て新 しい生産 システ ムの動 向お よび研 究 を概 説 してい る. 本研 究 の背景

で 引用 した ように, 生 産環境 の複 雑 さにつ いて述べ た後, 複 雑 さに対 す

る産業界 で の生 産部 門の再構 築, お よび企業組 織 の と りくみ にお け る現

状 を説明 して い る. また, 研 究 の動 向 と して, エ ー ジェ ン トア プ ローチ,

ニ ュー ラルネ ッ トワー ク等 の人工 知 能 を利 用 した手 法 な どを紹 介 して い

る. また, Bakerは, 生産 システ ム を自律分散 システ ムの1つ で あ るマ ル

チ エ ー ジェ ン トシス テ ム と して捉 える こ との有 効性 を挙 げ, マ ルチエ ー

ジェ ン トシス テム にお い て利 用で きる, デ ィスパ ッチ ングア ル ゴリズム,

スケ ジュー リングア ル ゴ リズム, そ してPull型 生産 方式 に関す る手法 を

概 説 してい る [9].

Peklenikは, 現在 の生産 システ ムを取 り巻 く環境 の複雑 さに対 応す るた

め には, Taylor以 来 の トップ ダウ ンア プローチで はな く, 生産 システム を

ボ トム ア ップ アプ ローチ で構成 す る こ との有 効性 につ いて, 両 手法 につ

いて対 比的 に述べ てい る. ボ トム ア ップ アプ ローチ に よる生 産 シス テム

の1つ と して, 自律 要素 か ら構成 され るEWS (Elementary Work System)

を提案 して い る [10]. また, Reinhartら は現 在 の市 場 の状態 を, 乱 気 流

(tubulent) の状態 にあ る とし, そ れ らに対応 す るす るため に生 産 システ ム

は即応性 (responsiveness) が必 要であ る と述べ てい る. ETA (Environment

Turbulence Analyses) とよばれ る環境 の分析 を通 じて, 即応性 を実現 す る

ため に は, ネ ッ トワー ク環 境下 で の企業 間協 調, 各 部 門協 調 に よる創 造

性, 各部 門の透 明性, 企業 の経 験 と情報 の管理 の 向上 が必要 で あ る と し

てい る [11]. また, Westkamperは, 次世代 の生産 シス テムで利 用 で きる

であ ろ う, 製造 プ ロセス, 生 産 管理 手法 に関す る技術 革新 につ いて述 べ

てい る. そ れ らの シス テムが ネ ッ トワー クで結 合 され, 生 産者 と消 費者

の距離 が近 づ き, 営 業マ ンが現 在 の生 産状 況 と, 注 文 が入 った場 合 の納

期 等 の情 報 を リアル タイムで消 費者 に提 示 しなが ら消 費者 との交 渉 を行

うこ とが可能 となる次 世代 生 産 システ ムの姿 を予測 してい る [12].
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以 上 の 報 告 か ら, 生 産 シ ス テ ム 研 究 の 多 くが 生 産 環 境 の複 雑 さ に対 応

す る こ と を 目指 して お り, そ の た め に 自律 分 散 シ ス テ ム に よ る ア プ ロ ー チ

が 有 効 で あ る との 認 識 が 研 究 者 の 間 に も拡 が っ て きて い る様 子 が わ か る.

先 端 的 な製 造 技 術 分 野 で 国 際 共 同 研 究 を実 施 す るIMS (Intelligent Man-

ufacturing System) プ ロ グ ラ ム [13] にお い て も, 次 世 代 の 生 産 シ ス テ ム の

研 究 及 び 開 発 が 行 わ れ て い る.

IMSの プ ロ ジ ェ ク トの1つ で もあ る ホ ロ ニ ッ ク生 産 シ ス テ ム (Holonic

Manufacturing Systems: HMS) は, ホ ロ ン (holons) と呼 ば れ る 自律 的 か つ

協 調 的 な 要 素 で シス テ ム を構 成 す る 自律 分 散 型 の シ ス テ ム で あ り, ホ ロ

ンは そ の 階 層 構造 で あ る ホ ラー キ ー (holarchy) を通 じて 互 い に協 調 す る事

が 可 能 で あ る [14, 15].

HMSは 種 々の生 産 計 画 問題 に用 い られ てお り, 杉 村 [16, 17] やMarkus [18],

Monostori [19] は, 分 散 人 工 知 能 の手 法 で あ る契 約 方 式 [20] を用 い て ホ ロ

ン間 の 交 渉 を実 現 し, HMSス ケ ジ ュ ー リ ン グ シ ス テ ム を構 築 して い る.

中 で も [18] で は, 要 求 の コ ン フ リ ク トを ホ ロ ン間 の 交 渉 に よ り解 決 す る

過 程 が 観 察 され て い る. ま た, 杉 村 らは [21] にお い て, HMS工 程 設 計 シ

ス テ ム の 基 本 構 成 とそ の 実 現 の た め の 加 工 フ ィー チ ャの 生 成 を行 っ て い

る. 新 井 ら [22] お よび 藤 田 [23] は, マ ニ ピュ レー タ を利 用 した ホ ロ ニ ッ

ク組 立 シ ス テ ム を提 案 して い る.[24] で は, 3台 の 実 機 マ ニ ピ ュ レー タ を

用 い て 組 立 シス テ ム の 動 的 再 構 成 過 程 で あ る"Plug & Produce"を 実 現 し

て い る.

も う1つ のIMSプ ロ ジ ェ ク トで あ る次 世 代 生 産 シ ス テ ム (Next Genera-

tion Manufacturing Sytems: NGMS) で は, 4つ の新 しい 生 産 シ ス テ ム コ ン

セ プ トを 中心 概 念 に お い て研 究 が 進 め られ た [25, 26]. Agile生 産 (Agile

Manufacturing Systems), Fractal生 産 (Fractal Companies), 自律 分 散 型

生 産 (Autonomous Distributed Manufacturing Systems: ADMS), 生 物 指

向 型 生 産 (Biological Manufacturing Systems: BMS) で あ る.

Agile生 産 で は, 変 動 す る消 費 者 の 要 求 を 迅 速 に 満 た す た め に, シス テ

ム の 敏 捷 性 (agility) に着 目す る. 消 費 者 と生 産者 が 製 品 の ラ イ フサ イ ク ル

全 体 に渡 り関 係 を保 ち, 共 同 で 設 計 され たAgile製 品 を作 り出 す こ と に よ

りAgilityの 実 現 を 目指 す とい う コ ンセ プ トで あ る. Deanら はAgile生 産
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にお ける製品そ の ものの複雑 さと, 市場 の不 確実性 に よ り4つ に分類 して

い る [27]. 生 産者 は, 製品 の複雑 さと市場 の不確 実性 が ともに低 い 大量

生 産 に よる製 品 か ら, それ らが と もに高 い生 産 に よる製 品へ と進化 させ

て い る と述べ, 各製品 を製造 す る際 の戦 略 につ いて対比 的 に解 説 してい

る. Honは, Agile生 産 を実 現す るため には, プロセ ス, オペ レー タ, 製

品, システ ム, 企業 組織 の5つ の階層 にお ける柔軟 性 を高 め る必 要が あ

る と述べ てお り, それ を実現す るため に進 化, 適応, 学習等 の複雑 系 に基

づ くア イデ アが非常 に有用 であ ろ うと指摘 してい る [2]. また, Holmstedt

はAgile生 産 は, JIT生 産方式 を突 き詰 め てい けば実 現 で きる と述べ てい

る. そ のた め に, システ ムのモ ジュー ル性, 標 準 化 を実現 し, そ れ らを

利用 す る新 しい コ ンセ プ トを構築 す る必 要 があ る と主 張 して い る [28].

Warnecke [29] に よ り提 唱 され たFractal生 産 は, fractalと 呼 ばれ る 自己

相似 型 の独立 した要素 に よ り動 的 に構 成 され る組 織構 造 をその 中心 概念

に置 く. 従 来 の トップ ダ ウ ン型生 産 シス テ ムに見 られ る堅い 階層構 造 に

基づ い た組織 構造 で は無 く, よ り水平 な組 織構 造 と し, 対 象 とす る問題

の範 囲 に応 じて動 的 に組織構 造 を変 更す る こ とで, 生 産環 境 の変動 に対

して適応 で きる. その組 織構 造 は6つ の レベ ルに分割 して考 慮 され るが,

各組 織構 造 は階層 を超 えて相 互 に結 合 され る. す なわ ち, 1. 企業 文化 レ

ベ ル, 2. 戦 略 レベ ル, 3. 社会心 理 レベ ル, 4. 財 政 レベ ル, 5. 情報 レベ ル

(情報 の流 れ), 6. 技術 レベ ルであ る [30]. Sihnは [31] 中で, フ ラク タル

生 産の適 用 に よ り, 工 具生 産過 程 にお いて, 生 産性が45%上 昇 した こと

や, 在庫 が80%減 少 した こ と, リー ドタイムが50%短 縮 した等 の事例 を

報告 して いる. また, WestkamperはFractal生 産の コンセプ トを基 に, 情

報技 術 を利用 した ネ ッ トワー ク環境 下 にお い てAgentベ ー スの 自律分 散

型 の シス テム を構 築 し,"Manufacturing on Demand"を 実現す るこ とを提

案 して いる [32].

ADMSは, 生産 シス テム の 自律分 散化 を知 能化 によ り実現 す る. 生 産

シス テム要素 が, 単 位 毎 に 自律協 調 的 に機能 し, 各単 位 は仮想 的 な 製造

シス テム に よ り統 合化 され る [26]. 宮 本 らは, 自律分 散 システ ム をペ ト

リネ ッ トを利 用 して モデ ル化 して い る. また, マ ニ ピュ レー タ2台 か ら

構成 され る生 産 シス テム をエ ー ジェ ン トネ ッ トに よ り構成 した例 が紹 介

されてい る [33].
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上 記 の次 世代 生 産 コ ンセ プ トの研 究 グルー プに は属 さない が, 同様 に

自律分散 型生 産 システムの構築 を目指 している研 究が ある. 自律 分散型生

産 システ ムの構 築の ため に利用 され る手法 の ひとつが, システ ム内 で意思

決定 を行 う要素 を 自律 エ ージェ ン トと してモ デル化 す るエ ー ジェ ン トベー

スア プローチで あ る. 自律エ ー ジェン トを用い るこ とによ り, 自律性, 柔

軟性, 頑健 性 が実現 可能 とな る [34]. そ こで は, 契 約方式 [20] な どの分

散 人工知 能 [35] の研 究分 野 で発展 した手法 が主 に用 い られるが, 近年 の

情 報技 術 の発 展 に よ り多 くの生 産要素 が計 算機 を用い た情報 処理 機能 を

持 ち, それ らが ネッ トワー クを介 して結 合 され るようになる につ れて, 実

シス テムでの運用 を 目指 した研究 が増 えて きてい る. Tonshoffら は, エ ー

ジェ ン トに階層 構造 を持 たせ, 工程 設計 とス ケジ ュー リ ング をエ ー ジ ェ

ン ト間 の交渉 過程 に よって統 合 的 に解 決 しよ うとい うIntaPSを 提案 して

い る [36]. Tetiら は, 工作機械 の工具 管理 問題 に対 してエ ー ジェン トベ ー

ス ア プローチ を用 いてい る [37]. また, Wiendahlら は, エー ジェ ン トを

計算 機 上の ソ フ トウ ェアエ ー ジェ ン トに限 らず, 人 とソ フ トウェアエ ー

ジ ェ ン トが混 在 した環 境 で実験 を行 い, そ の効 果 を検 証 してい る [38].

以 上の様 に, これ まで 自律 分散型 の生産 システム は数多 く提 案 され, 研

究 されて きてい る. しか し, コ ンセ プ トレベ ルで は 自律 分散 システ ム を

目指 して い る ものが 多い が, 実 際 の研 究 の多 くは大 規模 シス テム を よ り

小 さな部 分 システ ムへ と分割 し, 処理 部へ の負 荷 を軽減 してい るだ け に

終 わっ てい る研 究 が 多 く, 自律 分散 シス テム本 来 の長所 を実 現 で きてい

な い もの も見受 け られ る. これは, 制 御対 象 となる生 産 シス テムの よ う

な 人工 システ ムが, そ の規模 の拡 大 に起 因 し, シス テムが複 雑 化 して い

る問題 を解 決す るため, 問題 を細 分 化 して解 決す る手 法 の一つ として 自

律 分散 シス テムが考 え出 され た とい うこ とが一 因で あ る と考 え られ る.

これ まで に構 築 され て きた 自律 要 素 間 にお ける分散 型 問題解 決手 法 は

多 くはな く, 各研 究 にお い て その コ ンセプ トを実現 す るため利 用 され る

の は, 多 くは従 来 か らの 人工 知能 に根 付 い た分散 人工 知 能の手 法 で ある

黒板 方式 と契 約方 式 であ る. 特 に契 約方式 [20] は良 く用い られ る. 契約

方式 は, タス クをア ナ ウ ンスす る管理 者エ ー ジェ ン ト (Manager) と, 処

理 を引 き受 ける請負 エ ー ジェ ン ト (Contractor) か ら構成 される. 管理 者
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か らアナ ウ ンス され る タス クを処 理 可能 な請 負 エ ー ジェ ン トが 入札 を行

い, 入札額 に基 づ い て仕 事 が落札 され る こ とで 問題 解 決 を逐次 処理 的 に

行 って い くもので あ る. 契約 方式 を用 いれ ば, 分散 的 に各 タス ク を処理

で きるが, 要素 間の直接通信 を基本 と してお り, しば しば問題 とな る. す

べ て の情 報 をあ る特定 の 中央 コ ンピュー タ (管 理 者) か ら受 け取 るので

は, 管理 が集 中 した現 在 の シス テム と同 じで あ って, 中央 コ ン ピュー タ

の負担 が きわめ て大 き くな る. またすべ ての要素 が システ ム全体 に対 し

て ブロー ドキ ャス トす る こ とも考 え られ るが, 通 信処 理 の負担 が 極 め て

大 きくな る とい う問題 もあ る [39].

自律 分散 型 の生産 システ ム を構築 す るため に, 契 約方 式 の よ うな分散

人工知 能 を用 い るア プローチ におい ては, 分散 処理 は実現 可 能で あ るが,

タス クを分割 して小 規模 問題 と して扱 うの を 目的 と してい る ものが ほ と

ん どで あ り,「トップダウ ン的」に問題 を分割 して問題 解決 を分散 的 に行 っ

てお り,「全体 か ら部分へ」 「逐次 処理」 的 に問題 解決 が行 われ てい る もの

が多 い. つ ま り, 自律 分散 シス テ ムが 本 来有 す る 「ボ トム ア ップ的」 に

問題 を 「並 列処 理」 し,「部 分か ら全体 へ」 とシス テム の秩 序形 成 を行 う

視点 を欠い てお り, モ デルベ ー ス な どの伝 統 的 な決定論 的人工 知 能 ア プ

ローチ か ら脱 す る こ とが で きてい ない と考 え る. そ こで, 自律 分散 シス

テムが本来持 つ特 徴 を備 えた新 たな生産 システム の構 成法 が必要 で ある.

そ の ような新 しい方 法論 に基 づ く生 産 シス テムの 一つ がBMSで あ る.

BMSは, 生物 が典型 的 な 自律分散 シス テムで あ り, 自律分散 シス テムが

持 つべ き優 れ た特 徴 を生 来備 え てい る と考 え, 生物 の優 れ た特 徴 を生産

シス テム に取 り入れ て, 現代 の生 産環境 の複 雑 さに適応 しよう とす る生

産 システ ムで あ る [40]. そ して, 自己組織 化, 進化, 適 応 な どの生物 の

優 れ た特 徴 は, 生 物 が示 す創発 現 象 に関係 してい る と考 え, 創発 的 方法

論 に基づ き生産 シス テム を構成 す る. そのためBMSに おいて は, 問題が

「ボ トム ア ップ的」 に 「並 列処理」 され るこ とによって 「部分 か ら全体へ」

と秩序 が創発 す る こ ととなる.

本研究 で はBMSの アプローチ に よる生 産 システ ム構 築が, 自律 分散型

生産 シス テム を構築 す る手段 の一つ と して有効 であ る と考 え, 採用 す る.

以下 にBMSに つ いて, よ り詳細 に述べ る.
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M: Machine Tool
R: Robot
Ti: Testing Instrument
Tr: Transporter
To: Tool

Fig.1.1: 製 造 フ ロ ア レベ ル のBMSの 概 念 図

1.2.2 生 物 指 向 型 生 産 シ ス テ ム

生物 は 自己認識, 自己成 長, 自己組 織化, 自己修 復, 進化 とい った優

れた特 徴 に よ り, 環 境変 動 に対 して適応 す る能 力 を生来 優 れて有 してい

る. これ らの機 能 は, 生物 が先 天的 に有 して いる遺伝型情 報 (Deoxyribo

Nucleic Acid type information: DNA型 情 報) と, 生存 期 間 中の経 験 を通

じて獲得 す る知識型情 報 (Brain and Nueron type information: BN型 情報)

とい う二つ の生物 的情 報 の作 用 に よって発現 す る. これ ら二つ の情 報 を

統 合 させ る こ とに よ り, 生 物 シス テム は適 応 能力 を有 してい る [40]. 上

田 に よって提 唱 された生物 指 向型生 産 シス テム (Biological Manufacturing

Systems: BMS)[40,4] は, この よ うな生物 の優 れた特 徴 を生 産 シス テム

へ と取 り込 み, 現在 の 生 産 シス テムの持 つ 限界 を打破 しよ うとす る生 産

シス テム コ ンセプ トで あ る. Fig.1.1は, 製品 が生 産情報 で あ るDNA型

情報 を持 ち, 一方機械 はBN型 情報 を持 ち, 素 材 を製 品へ と育 て る とい う

製造 フ ロア レベ ルのBMSの 概 要 を表 してい る.

DNA型 情報 とBN型 情報 の発 現 に よる生 物 の もつ 優れ た特徴 は, 創発

現 象 と深 い関係 が あ る と考 え られて い る. 創 発 とは システ ム を構 成す る
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要素 間の相 互作 用 に よ り大域 的 な秩序 が生 成 し, その大域 的 な秩 序 が次

に構成 要素 へ の制約 と して働 くとい う双方 向 の作 用 の結 果 と して, シス

テ ム全体 の秩 序が生 成す る過程 の こ とを言 う [41,42]. す なわち システ ム

を構 成す る個 の問題 が 「ボ トムア ップ的」 に 「並 列 処理 」 され る こ とに

よって 「部 分か ら全 体へ 」 と秩 序 が生成 す るので あ る.

この ような創発現 象 を計算機上 で模 倣 した新 しい計 算手法 であ る創発的

計 算論 が提 案 され てい る. BMSの 研 究 フ レー ム にお いて は, これ ら創発

的計 算論 を利用 して生 産 システム を初め とす る人工物 システムのモデ ル化

及 びその検証が行 われて きてい るが, 創発 的計 算論 の中で も特 に進 化型計

算 [43,44] と強化学 習 [45] が よ く用 い られて きた.[46] では, 進化 型計算

を用いて生産 システム レイア ウ トの再構成 を行 ってい る. また,[47] で は,

遺 伝 的 アル ゴ リズ ム (Genetic Algorithm: GA) を中立突 然変 異説 に基 づ き

拡 張 した 中立突 然変異型GAを 用 いて, ジ ョブ シ ョップ ・ス ケジュー リン

グ問題 を解 き, その有効性が示 され てい る. さ らに [48] で は, 強化学習法

の1つ であ るクラシ ファイアシステ ムを拡張 したInstance-Based Classifier

Generator (IBCG) を提 案 し, 自律 移動 ロボ ッ トの行動獲得 問題 におい てそ

の有効 性 が確認 されて い る. これ らは生 産 シス テム の要素 の構 成 方法 と

して も有効 であ る と考 え られ る.

以上 の よ うに, これ までBMSに おい ては進化 型計算, 強化学習 とい う

創 発 的計 算論 に基づ い た研 究が行 われ て きた. しか し, 進 化型計 算 は基

本的 に組合 せ最適 化 問題 を対 象 と した メ タヒュー リステ ィクス [49] の 一

手法 で あ り, 大規模 かつ複 雑 な最 適化 問題 を効 率 よ く解 け る とい う利 点

が あ るが, 世代 間の進化 を経 て準 最適 解 を得 る とい う手法 の特 徴 か ら原

理 的 に比 較的 長い計 算時 間が必 要 とな るた め生 産 シス テム にお ける時 間

的お よび空 間的 な動 的変動 へ の適応性 を備 えてい る とは言 い難 い. また,

現 在 の 自律 移動 ロボ ッ トの研 究 分野 にお い て行 われ てい る よ うに, 強化

学習 を用 い て前進 ・回転 ・後 退等 の プ リ ミテ ィブな行動 の組 合 せ と して

知 的 な振 る舞 い を獲 得 させ る とい う手法 は, 本 研 究 で対 象 とす る生産 シ

ス テム にす ぐに適用 で きる もので は無 く, さ らなる学 習効率 の 良 い アル

ゴ リズ ムの開発 を待 たな けれ ばな らない.

本研究 で は, BMSを 構 築す る一つ の アプ ローチ と して 自己組 織 化 に着

目す る. 本研 究 におけ る 自己組織 化 とは, 生 産 シス テム の構 成 要素 間の
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相互作用の結果 としてシステム全体の秩序や構造が生成する過程である.

構成要素個 々の行動 を司る行動 のルールは, システムを構築する際にシ

ステム設計者が設計 を行 うが, 自己組織化する秩序や構造は, 各 自律要

素の行動の結果 として生成 される ものであるため決定論的ではない. ま

た, 進化型計算 のように計算 コス トがかか らないため, 生産 システムに

おける変動 に対 して迅速 に適応できる可能性がある.

自己組織化 を用いて生産システムを構成すると,「ボ トムアップ的」「並

列処理」「部分から全体へ」といったキーワー ドが実現す ると考えられる.

つ まり, 自己組織的に構成 された生産システムは, 大規模なシステム全体

の問題 を部分問題 の解決の結果 として解 くことが可能 とな り, また, そ

の並列性 により生産要求が変動 した場合や, 機械やAGVの 故障などの環

境変動へ も, 再組織性 によって適応可能 となると考え られる. 自己組織

化 を利用 した生産システムの構成法は有効であると考 えられる.
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1.3 研 究 の 目的

従来 の統合 的CIMの 持 つ問題 点 は, 自律分 散 シス テム アプ ローチ を と

る こ とで解 決 で きる もの と考 え, 本 研 究 にお い て も自律 分散 シス テム ア

プ ローチ を採 用 す る. 自律 分散 型生 産 シス テム は数 多 く提案 され てい る

が, 分 散 人工知 能 に則 した構 築方 法 は不十 分 であ る と考 え, 本研 究 で は

BMSの アプローチ を採用 す る. BMSに よる生 産 システ ム構 築が, 自律分

散 型生 産 システ ムを構築 す る手段 の一 つ と して有効 で あ る と考 え られ る.

本研 究 で は, BMSに 根 ざ した 自律 分 散 型 生 産 システ ム を構 築 す る た

め に,

・生 産 システム を自己組 織的 に構 成す る方法 の提 案お よび構築 を行 う.

具体 的 には,

・ ポ テ ンシ ャル場 を用 い た 自己組織化 手法 の構 築 を行 う.

・生 産 スケ ジュー リ ング,設 備 レイアウ ト計画 な どの問題 に適用 して

計 算機 実験 を行 い,そ の有効性 お よび有 効範 囲 を確 認 す る.

以上 が, 本研 究 の 目的で あ る.
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1.4 本論 文 の構 成

本論文 の構成 は以下の通 りである (Fig. 1.2に 図示する).

第2章 では, 生産システムの自己組織的構成法について定義 した後, 自

己組織化の コンセプ トについて述べ る. 次 に生産 システムにおける自己

組織化手法 をどの ように構築す るかについて述べ る. また, 自己組織的

構成法 における構成要素 のモデル化 を行 う.

第3章 では, 第2章 で述べ た自己組織的構成 法 を生産スケジュー リング

問題へ と適用 し, 計算機実験 によ りその有効性 を確認す る. さらに, 自

己組織化の過程 に人間の参入 を許 し, 人間を含 んだシステム全体でいか

に自己組織化 を実現するかについて述べ る.

第4章 では, 第2章 で述べ た自己組織的構成法 を設備 レイアウ ト計画

手法 として利用する方法 について述べ る. 半導体生産 システムレイアウ

ト計画を対象 に計算機実験 を行い, その有効性 を確認する.

第5章 では, 第2章 と第3章 で述べた計画手法 を発展 させ, 自己組織的

構成法 を用いた新 しい生産方式 として, すべ ての生産に関わる要素が移

動 しなが ら生産 を行 うラインレス生産方式 を提案す る. 自動車車体への

増 し打 ち溶接工程へ と適用 し, その有効 性を確認する.

第6章 では, 第5章 まで に有効性 を確認 して きた自己組織的構成法 に

おける要素間の行動 ルールを, 自律 的に獲得するように自己組織的構成

法 に強化学習 を導入す る. それによ り, 自己組織的構成法 によ りさらに

複雑 な問題の解決 を目指す. 提案手法 を段取 りを考慮 したスループ ッ ト

最大化問題 とい う生産スケジューリング問題へ と適用 し, 計算機実験に

よ りその有効性 を確認する.

最後 に第7章 で本研究の結論 を述べ る.
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Fig. 1.2: 本 論 文 の 各 章 の 関 係
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第2章

生産 システムの自己組織的構成法

2.1 緒 言

本 章 で は, 本研 究で提 案 す る生 産 シス テムの 自己組 織 的構 成法 につ い

て述 べ る.

2.2節 で は, 本研 究で提案 す る生産 シス テムの 自己組織 的構成 法 の問題

フ レーム につい て述べ る. そ の後, 本研 究 にお け る 自己組 織 的構 成法 に

つ い て述 べ た後, 自己組織 的構 成法 におい て用 い る 自己組 織化 につ いて

定義 し, そ れ を生 産 シス テム に適用 す る際 の定義 とその利 点 に関 して述

べ る.

2.3節 で は, 自己組織 化の モデ リング手法 と して採 用 す るポテ ンシャル

場 を利用 す る方 法 につい て説 明す る.

2.4節 で は, 2.3節 で述 べ た手 法 を生 産 システム に適 用す る方法 を述 べ,

生 産 システ ム内の構成 要素 の モデ ル化 を行 う.

2.5節 で は, 時 間的計 画 と空 間的計 画 を同時 に扱 うこ とので きる提案 手

法 の特徴 に よ り, 従 来別 々に行 われ て きた計 画問 題が 同 時 に解決 で きる

こ とを示 す.

最 後 に2.6節 で本章 を まとめ る.

18
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2.2 生 産 シス テ ム の 自己組 織 的構 成

2.2.1 対象 とする生産システムの範囲

近年 の生産 シス テムの研 究 フ レームは, 製 品の設計 ・生 産か ら消費 や廃

棄 な ど, 製 品の ライ フサ イ クル全体 を覆 う よ うに なって きてい るが, 本

研 究 で取 り扱 う生 産 シス テム は, 素 材 か ら製 品が で きあが る まで のい わ

ゆ る製造 過程 を対 象 とす る. す なわ ち, 素材Poを 入力 に持 ち, m工 程 を

経 て製品Pmを 出力 す る システムMSで あ る とす る. す なわ ち, 生産 シス

テムMSは,

(2.1)

な る変換 λを 行 う シス テ ムであ る. ここで, 生 産 シス テムMSは, 複数

の 製造 フロ アか ら構 成 されて い るのが通 常 で あ るか ら, 構 成 フロア数 を

nと す る と.

(2.2)

とな る. こ こで, MFj (1≦j≦n) はj番 目の製造 フロア を表 す・本研 究

で は, 生 産 システ ムMSの 中で も, 構 成要 素 の一つ であ る製造 フロ ア レ

ベ ルの生 産 システ ムMFjを 対 象 とす る.

2.2.2 自己組織 的構 成 法 とは

変換 λは, 生産の工程数 川 を利用するとmの サブ変換 に分割で きるた

め, それ らの集合

(2.3)

と表 され る. 素材Poか ら製品Piへ の変換 がi工 程 を経 て達成 され る とす

る と各サ ブ変換 λiは,

(2.4)
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となる.

こ こで, 生 産 システ ム にお い て製 品 に施 され る変換 λを実 現 す るた め

には, 大 まか に分類 す る と, 製 品設 計DN, 工 程計 画PP, 設備 配 置計 画

LP, 生産計 画SC, そ して実際 の製造工 程PRが 必 要 とな る. こ こであ る

工程 におけ る変換 λiは, DN, PPi, LPi, SCi, PR, を利 用 して,

(2.5)

の5項 組 として表す こ とがで きる.

本研 究 で扱 う製 造 フ ロア レベ ル の生産 システ ム にお い て は, 製 品設計

DNお よび工程iに お ける工 程計 画PP, は既 に終 了 してい る もの と し, 設

備配置計 画LPi, 生 産計画SCi, 製造 工程PR, の 自己組織 的構 成法 を構築

す る こ とが, 本研 究 の扱 う範 囲 となる.

本研 究 にお ける 自己組 織 的構成 法 を,

「生 産 シス テム を自己組織 化 に よ り構成 す る方 法」

で ある と定 義す る と,生 産 シス テ ムの 自己組織 的構 成 法 は, 製 造 フロア

MFjでi番 目の工程 が処 理 され る もの とす れば,

「製 造 フロ アMFjに お け る 自己組織 化 に よるLPi, SCi, PRiの 構 成法 」

と表す こ とが で きる.

2.2.3 自 己 組 織 化 の 定 義

生 産 システムの 自己組織 的構 成法 で用 い る自己組織 化 とい う言葉 は様 々

な研 究分 野 で用 い られ, 各研 究 分野 で種 々の 自己組織 化現 象 が観 察 され

てい る. 自己組織 化 に関す る理 論 ・現象 を年代 を追 っ て代 表 的 な もの を

挙 げる と, ウ イナーのサ イバ ネテ ィクス (脳神経 系 を対 象 とす る), フェ

ル ス ターのエ ン トロ ピー に よる解 釈, ア イゲ ンの分子 進化 の ハ イパ ーサ

イクル, プ リゴ ジ ンの散 逸構 造 な どが あ る.[50].

ハ ー ケ ンの シナ ジェテ ィクス も自己組織 化 を取 り扱 った分野 と して よ

く知 られてい る[51]. シナ ジェテ ィクスでは研 究範 囲 を生 物 ・物理 学 のみ

に限定 せ ず, 流 体 パ ター ンの生 成 や レーザ発 振等 の物理 系, 生体 器 官 の

組織 化等 の生物 系, さ らには人 間社会 の形 成 といった社 会 システ ム まで
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も対 象 と してい る. 例 えば, プロ プス トは企業 組織 の マ ネジ メ ン トにお

いて, 企 業 は ほかの社 会 制度 や社 会組 織 と同 じように, 自己変 革的, 自

己進 化 的, 自己組 織 的 な シス テ ムであ り, 既 存 の マ ネ ジメ ン ト部 門に よ

る トップ ダ ウ ン的マ ネ ジメ ン トで は な く, ボ トムア ップ的 な進化 的 マ ネ

ジ メン トの導 入の 可能性 を議 論 してい る[52].

また, クル ー グマ ンは, [53]に お い て空 間経 済学 の都 市規 模 分布 にお

け る空 間的 自己組織 化 や, 景気 循環論 におけ る時間 的 自己組織 化 を例 に,

経 済 学 にお いて も自己組 織 化が 観測 され る例 を報告 して い る.

シナ ジェテ ィクス におい て は 自己組 織 化 を示す シス テム は, すべ て 同

じ原 理 に支配 され, 統 一概 念 に よ り統 合 で きる とい う立場 であ るが[50],

現 在 まで の ところ統 一概 念, あ るい は汎用 的 な数理 モ デルが確 立 され た

わけで は ない. そ こで, 本研 究 で は生 産 シス テム にお ける 自己組織 化 を

提 案 す るが, そ の 自己組織 化 の定義 を以 下の よ うに定義 す る.

「自己組 織化 とは システ ム を構 成 す る要素 間 の相互作 用 に よ り, シス

テム全 体 の秩 序 または構 造が創 発す る過 程」

とす る. こ こで, 自己組 織化 す るシス テム全 体 の秩序 や構 造 は, 空 間

的 な もの だけ で はな く, 時 間的秩 序 また は構造 も含 む もの とす る.

2.2.4 生 産 システ ム に お け る 自己組織 化

本研 究 で は, 前 節 で述 べ た よ うに生産 システ ムの 中で も特 に製造 フロ

ア レベ ルの生産 シス テム を対 象 とす る. 製造 フロア レベ ルの生 産 シス テム

にお ける構成要 素 とは, 種 々の作業工 程 を担 当す る生 産機械, 作業工 程 を

要求 す る製 品, 製品 を搬送 す る搬 送 車 (Automated Guided Vehicle: AGV

な ど), あ るい は搬 送作 業 や機械 のセ ッ トア ップ を行 う作業 者等 であ る と

考 え られ る.

生 産行 為 を行 うため に, 製造 フロ アにお いて為 され る計 画 で最 も基本

的 は こ とは, 製 品 を機械 へ と分 配 して い くこ とであ る. そ こで 自己組織

化 に関与 す る構 成 要素 を機械 と製 品 に限定 す る と, 前 節 にお い て述 べ た

本研 究 にお ける 自己組 織化 の定義 よ り, 製造 フロ ア レベ ルの生 産 システ

ムにお け る 自己組織 化 は,
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「自己組織化 とは生産機械 と製品の相互作用によ り, 製造 フロアにお

ける秩序 または構造が創発する過程」

と定義 できる. ここで, 製造 フロア レベルの生産 システムにおいて自

己組織化す る構造にも空間的構造 と時間的構造がある. 例 えば, 空間的

構造 とは製造フロアレイアウ ト等であ り, 時間的構造 とは生産スケジュー

リング等が相当 し, それ らの構造が大域的な制御機構無 しに自律的に組

織化する過程のことを指す.

さらに, 本研究では生物指向型生産 システムのコンセプ トに則 し, 機

械 と製品が 自律 要素であ ると仮定する. つ ま り, 機械 は自身が どの よう

な作業工程を行 うことがで きるか という生産能力をDNA情 報 として有 し

てお り, 一方製品は自身が どの ような作業を行ってほ しいか とい う生産

要求 をDNA情 報 として持っているもの とする. そ うす ると, 機械 と製品

の局所的相互作用は, 機械の生産能力 と製品の生産要求の適合過程であ

ると捉 え直すことが可能であ り, 自己組織化過程は,

「自己組織化 とは生産能力 と生産要求が局所的に適合 した結果, 生産

システムにおける秩序 または構造が創発す る過程」

と捉 えることが可能である. 自己組織化を機械の生産能力 と製品の生

産要求の適合過程の結果生成する過程であると捉 えた場合の自己組織化

の概念図をFig. 2.1に 示す.

生産システムにおける自己組織化過程 を以上の ように定義すると,「ボ

トムア ップ的」「並列処理的」「部分か ら全体へ」 とい う自律分散 システ

ムが本来備 えるべ き性 質を備 えていることとなる. つ まり, 生産 システ

ムの自己組織的構成法が実現すると,

・複雑 な生産システムへの適用が可能

生産活動が システム全体 を統括する大域的機構 によらず, 機械 と製

品の局所的適合の結果 として行われるため, システム全体の振る舞

いを統括する大域的ルールが必要ない. 大域的ルールを利用す ると,

対象 とするシステムの規模 が大 きくなるにつれて, 考慮 しなければ

ならない要因が増加す るためルールの設計が困難 となる. それに対

して自己組織的構成法 を利用すれば, 対象 とする問題の規模の影響
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Fig. 2.1: 生 産能力 と生 産要 求 の適合結 果 と しての 自己組織化

度 が低 くな り, 様 々 な規模 の シス テム にお いて利 用可能 であ る とい

え る. 特 に, 大域 的 ルー ルの設 計が 困難 とな る大規模 かつ複雑 な製

造 フ ロアにお いて その 有効性 が露 わ となる こ とが期 待 で きる.

・環境変動へ の適応が可能

生産要求の変動や, システム内部の故障など, 生産環境の変動へ の

適応が可能 となる. ある生産環境条件下で大域的な秩序や構造が 自

己組織化 した後 に, 生産要求の変動等の環境変動が生 じた場合, 要

素間の相互作用 に変化が生 じる. この相互作用の変化の結果 として

起 こる自己再組織化の過程 によって新たな秩序が生成する. 自己組

織的構成 法 を利用す ると, 上記の様 な自己再組織化過程により, 環

境の変動 に対 して適応す ることが可能 となる.

とい う特徴 を有 した生産 システムの構成法が実現すると考 えられる.
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2.3 自己組織 化 の モデ リング手法

前節 まで に述べ た生 産 システ ムの 自己組織 的 構成法 を構 築 す るた め に

は,自 己組織 化 を引 き起 こす原 動 力 ともな る要 素 間の相 互作 用 を, 製造

フロア内で いか に実現 す るか が重要 となる.

本研 究で は, シス テム を構 成す る要素 が, 空 間内 に生成 してい る場 の情

報 を介 した相互作用 を用 い る手法 を提案 す る. これ は, Vaarioに よ り計 算

機 内 におい て, 細 胞 か らな る生 物 の構造 の 自己組 織化 過程 をモ デル化 す

るため に, 人工生命[41]の 研 究分野 で提唱 された もの であ る[54,55,56].

自己組織 化手 法 を生産 シス テムへ と用 い る こ とで生 産 シス テム にお け る

自己組織 的構成 法 の構 築 を行 う.

以下 で は, ポ テ ン シャル場 を用 いた 自己組 織化 手法 の概 略 と, そ れ を

生 産 シス テムへ と適用 す る方法 お よび利 点, そ して本研 究 の手法 の モデ

ル化 を行 う.

2.3.1 ポ テ ンシ ャル場 を用 い た 自己組織 化

生物構造の動的 な創発過程である自己組織化 を計算機上で実現するた

めの手法 は, 環境か らの力 を感知す ることがで きる自律 要素に もとつい

ている.各 要素は互いに独立 した要素であ り, 各々の動作 ルールを有 し

ているもの とする. その基本要素がある共通の環境下で, 各々自身の動

作 ルールを実行す ることによって発生す る要素間の局所的相 互作 用の結

果 として, 基本要素の相互作用 ネッ トワー クが構築 され, 全体的な振 る

舞 いが組織化 されるとい うものである.

基本要素

自己組織化手法における基本要素 とは自身の内部 と外部である周囲環

境の状態に応 じて,要 素 自身を変化 させることが可能である. これ らの

動作 ルールは,基 本要素の受動 的な要素のみ を変更することが可能であ

り, その変化がい くつかの行動 をいかに引 き起 こすか とい うのは, その

基本要素が存在する環境 に依存する.
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Fig.2.2: ポテ ン シャル場 を介 した基本 要素 間の相互作 用

環 境 とは 自律 要 素が 受 け るポ テ ン シャル場 に よる環 境 か らの力 であ る

と し,そ れが場 を感知 で きる要素 に動作 を引 き起 こす.

Fig.2.2は, 一方 の要素が 場 を生成 し, もう一方 の要素 が発 した場 を感

知 す る こ とに よって, 場 を用 い た環 境 が基 本 要素 に動 作 を引 き起 こす 相

互作 用 の過程 を示 して い る.

基本 要素 間の相 互作 用 を実 現す るため の要 素の動作 ル ール は,以 下 の

様 な単純 なプ ロ ダ クシ ョンルー ル と してモ デ ル化 す る.

(2.6)

(2.7)

これは,あ る状 態が 満足 され る と, 一方 の要素が'A'フ ィール ドを生 成

す る と ともに, 同様 に, あ る状態 が 満足 され る と, もう一方 の要 素が こ

の'A'フ ィー ル ドを感 知 し, 結 果 として ルール に基づ い て動作 が生成 され

る こ とを表 してい る.

以 上の よ うに,あ る環 境下 に複 数 の基 本要素 が存 在 す る と, 基 本 要素

に よる相 互作 用 の ネ ッ トワー クが生成 され る. そ して一方 の要素が フ ィー

ル ドを生 成 し, そ の フ ィー ル ドを もう一方 の要 素が感 知 す る とい う, 基

本 要素 間 の相 互作 用 の結 果 と して, あ る構造 が創 発す るこ と とな る.
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Fig.2.3: ポ テ ンシ ャ ル場: 引 力 場 と斥 力 場 か らな る

生 成 され た構 造 は, 単純 な局所 的相互 作用 を用 いた 自己組織 化 の 第1

レベ ルの結果 で あ る. あ る環境 下 に これ らの第 一段 階 の構 造 が い くつか

存在 す る と, 新 た なポテ ンシ ャル フ ィール ドの生 成 と感 知 に も とづ いた

同様 の相 互作 用 の結果 と して第2レ ベ ル,さ らに上の レベ ルの相 互作 用

が起 こ り, よ り複雑 な構 造 が創発 す る こ とが 可能 となる.

環境 の モデ ル

環 境 は基本 要素 の属 性 によって, そ れ らを動作 させ る様 な力 を表現 す

る必 要 が あ る. その属 性 は, そ れ らの状 態 と周 囲環 境 に従 って基 本 要素

自身 に よって変更 され る. これ らの力 は, 要素 間 の距離 の 関数 とな るよ

うなポ テ ンシ ャル場 を利用 し,ポ テ ンシ ャル場 の勾 配 を求 め る こ とに よ

り要素 間 に作用 す る力が 求 まる.

ポ テ ンシ ャル場 は, 場 の勾 配 の形状 に よ り引 力場 (attractionfield) と斥

力場 (repulsion Field) に分類 す る こ とが可能 であ る. 引 力場 は他 の要素 を

引 き寄 せ るため に用 い られ, 一方 斥力場 は仮想 空 間内 にお いて 要素 が物

理 的 な空 間 を占め るため に用 い られ る. Fig.2.3 にポ テ ンシ ャル場 の勾 配

の概 要 図 を示 した もの であ り, sizeは 要素 の大 きさ を表 してい る.
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Fig.2.4: 引力場 を介 した機械 とAGVの 相互作 用

2.3.2 生 産 シ ス テ ム へ の 適 用

前節で述べた ように, 自己組織化 を生産機械 と製品の相互作用 により

製造 フロア上の構造が創発す る過程 とする. その際の機械 と製品の相互

作用に先に述べ たポテ ンシャル場 による方法 を用いる.提 案手法 におけ

る機械 と製品の相互作用は以下の ように行われる.

機械 は自身の生産能力 を認識 している自律要素 とし, 生産能力 に対応

した引力場 を生成する. 一方, 製品 も自身の生産要求 を認識 している自

律要素である とするが,製 品 自身は製造 フロア上 を移動することがで き

ないので, AGVを 利用する. AGVは 搭載 した製品か ら生産要求を受け取

り,そ の生産要求に対応 した引力場 を感知 し, AGVは 感知 した引力場の

生成源へ と移動す る. AGVは 搬送中の製品を処理可能な機械か らの場 を

すべ て感知するが, 最終的にAGVは 引力場の生成源である一つの機械へ

と到達 し, 搭載 している製品を渡 し生産が進捗する. また, 斥力場 を要

素間の衝突回避 に用いてい る. Fig.2.4は, 機械 とAGV間 のポテンシャ

ル場 を介 した相互作用の様子 を示 している.

生産 システムにおいて場 を介 した相互作用 を利用することには, 以下

の様 な特徴がある.

・各生産要素を統一的な方法で制御が可能
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生産機械の種類や生産品種が多数あった としても, その違い を場の

種類の違いとしてモデル化可能であ り, システムの多様性 を容易に

表現可能である. また, 機械の能力や製品の納期などに関する種々

の優先関係 も場の強 さとして違い をモデル化することにより, 容易

に表現可能である.

・通 信 コス トが低 い

自律分散 型生 産 シス テム を実現 す る最 も 一般 的 な手 法 は, Simthに

よる契約方式[20]で あ る と述べ た. しか し, 契 約方式 は要素 間 に よ

る直接 通信 に よる ものが通常 であ り,要 素 数の増 大 に よ りそ の通信

コス トが急 激 に増 大 し, しば しば問題 となる[57].一 方,場 を生成

す る機械 はAGVが どこに何 台 い るのか とい う情 報 を知 って い る訳

で はな く, またAGVも 場 が 生成 してい る こ とは感 知 す るが,そ れ

が どこに存 在す る どの機械 か ら生 成 してい るか を認識 す る必 要が な

い. つ ま り相 互作用 を実現 す るための通信 コス トを押 さえる こ とが

可能 であ る.

・時間的計画 と空間的計画の同時性

製造フロアという空間に分布 した要素 による場の生成 と消滅は,そ

の タイ ミングが時間的作用 を表すのと同時 に, 空間的作用 を含んで

いる. つ まり, 時間的計画 を作成するときに空間的制約 を加味する

ことが可能であるし, 逆に空間的計画 を作成する際に時間的制約 を

加味することが可能 となる.

以上の様 な特徴か ら, 生産システムの構成法 として自己組織化 を用い

ることには利点がある もの と考 えられる. 次節ではまず, 生産システム

の 自己組織的構成法において用いる各要素のモデル化 を行 う.
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2.4 提案 手法 の モデル化

本研 究 で対 象 とす る製 造 フロア レベ ルの生 産 システムMFjは, 生産 の

対 象 とな る製 品Pi, 各 製造 工 程 を担 当す る機械Mk, 製 品が 自身 で製造

フ ロア 上を移 動 で きな いた め, そ れ を搬 送す るAGV (Automated Guided

Vehicle) AGVlか ら構 成 され るので,

(2.8)

と表 す こ とが で きる.

以 下で は,生 産 システ ムの 自己組 織 化過程 を実現 す るため に, 本研 究

で利 用す るポテ ンシ ャル場お よび機械, 製品, AGVの モデ ル化 お よび要

素 の行動 ルー ルの定式 化 を行 った.各 モ デル に関 して以 下 で説 明 す る.

2.4.1 ポ テ ン シ ャ ル 場

本研 究 にお け るポ テ ンシ ャル場 は, 要素 間の 距離 の 関数 と して記述 さ

れる ポテ ンシ ャル関 数Uと して記 述す る.ポ テ ンシ ャル場 の 中に存在 す

るあ る要素 に働 く力 は,ポ テ ンシャル関数 を微分 した関数Fで 求 まる.す

な わち,

(2.9)

とな る. 本研 究 では 関数Fを

(2.10)

(2.11)

と して 表 現 す る. こ こでf (dist) は要 素 間 に作 用 す る力 の大 きさ で あ り,u

は 要 素 の位 置 ベ ク トルXposと ポ テ ン シ ャ ル場 の 生 成 源 を表 す 位 置 ベ ク ト

ルxsourceと の差 (Xpos-xsource) な るベ ク トル の 単 位 ベ ク トルで あ る.ま た,

distは 要 素 間 の距 離,a,b,c,4,pは そ れ ぞ れ 定 数 を表 して お り,定 数

aの 正 負 に よ り要 素 間 に作 用 す る 力 の 正 負 が 変 更 で き,引 力 場 と斥 力 場 を
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実 現 で きる. 引 力場 は要 素 を引 き寄せ るため に, 斥 力場 は要 素 を遠 ざけ

るた め に利 用す る.

要素 に引力Fattr と斥力Freplが 同時 に作用 してい る とす る と, 要素 に作

用す る力Fは,

(2.12)

となる.今, ある要素に作用する引力場が α個の他 の要素か ら生成 され

ているとし, 一方斥力場 もβ個の他 の要素から生成 されてい るとすれば,

要素 に作用する力 はすべ ての力の重ね合わせ として計算 し,

(2.13)

と表 す ことが で きる. 各 自律要 素 は力Fを も とに行動 を行 う.

2.4.2生 産 機 械

生 産 機械Miは, 入力バ ッファ, 処 理部, 出力 バ ッフ ァか ら構 成 され,

入力 バ ッフ ァか ら素材 をのせ たAGVを 引 き寄 せ る引 力場 を生成す る.ま

た, 加 工が修理 した製 品 を排 出す るため, 空 のAGVを 引 き寄せ る引 力場

を出力 バ ッフ ァか ら生 成 す る. さらに, 衝突 回避 を行 うた め, 自身の 中

心 か ら斥 力場 を生成 す る. Fig.25に, 生 産機械 の概 要 を示す.

本研究 で は, あ る生産機 械Miは 場 の生 成 ルー ルFmiを 持 ち, 場 の生成

ル ール は引 力場 生成 ル ー ル と斥力 場生 成 ル ール の2項 組 と して, 以 下の

ように定 式化 す る.

(2.14)

Amiは, if-then形 式 の ル ー ル と して, 以 下 の よ う に 記 述 され る.

(2.15)

た だ し, Cmi (c1,c2,…,cp)+,(P>0)は, 工 作 機 械 がp種 類 の 処 理 能 力 を有

し て い る と した 場 合 の, 処 理 能 力 に 関 す る 変 数c1,c2,…,cpを 引 数 とす
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Fig.2.5: 引 力場 と斥 力 場 を生 成 す る 機 械

る述 語 で あ り, Imi(s1,s2,…,Sq),(q>0)は,生 産 機 械 のq種 類 の 内 部 状 態

s1 ｓ2, sqを 引 数 とす る 述 語 を 表 す もの とす る. また, 後 件 部Gmiは, 前

件 部 が 成 立 した場 合 の 引 力 場 生 成 の 行 動 を 表 し,

(2.16)

と 表現 す る. こ こ で, Lmi∈{In_buff,Out_buff}は, 場 生 成 の 位 置, す な わ ち

人 力 バ ッ フ ァ (In_buff) と出 力 バ ッフ ァ(Out_buff) の ど ち らか ら場 を生 成 す

る べ きか を 示 す. Lmiが 前節 に お け る 引 力場 計 算 のxsourreと な る. Hcpは,

生 産 機 械 の 能 力, す な わ ち 可能 な処 理Cpに 対 応 す る場 の 種 類 を表 し, 機

械 はcpの 数 だ け りt力場 が 生 成 可能 で あ る, また, ami={on, off}は, 場 を発

生 させ る か (on) 否 か (off) を 示 す もの とす る.

一方, 斥 力場 生 成 ル ー ルTmiは, 以 下の よ う に定 式 化 す る.

(2.17)

た だ し, Smi (umi) は, 生 産 機 械iの サ イズumiを 引 数 とす る 述 語 で あ り, Emi,

は, 斥 力 場 生 成 の 行 動 を示 し,

(2.18)

と 表 現 す る もの とす る. Lmi∈{Center}は 斥 力 場 を 生 成 す る 位 置, す な

わ ち装 置 の 中 心 を表 し, 前 節 の 斥 力 計 算 の 際 のxsourceに 相 当 す る. また,

ami={on, off}は, 引 力 場 と同 様, 場 を発 生 させ る か (on) 否 か (off) と い う行

動 を示 す もの とす る.
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2.4.3 製 品

製品Piは 自身の生 産要求 を認 識 してい る とす る. Piのm個 の作 業順 序

か らなる生 産要求Rpmは

(2.19)

の様 に表 され る. こ こで, Kpmはp種 類 あ る生 産 要 求 の 集 合 で あ り, Kpm=

{r1,r2,…,rp}で あ る. rtは, q種 類 あ る生 産 要 求 の う ち の1つ で あ りrt∈

{s1,s2,…,sq}と な る. Kpmは 例 え ば, KPM={加 工 精 度, 大 き さ,…,重 さ}

等 で あ り, rtは, rt={100cm2, 125cm2,…,150cm2}等 を表 す.

どの 生 産 要 求 を活 性 化 す る か に 関 して は, 生 産 要 求 活 性 化 ル ー ルIPを

利 用 す る.

(2.20)

た だ し,n<mで あ る. こ こ で,finisb (x) は, 生 産 要 求xの 処 理 が 完 了 し

た 場 合 に真 と な る述 語 で あ り, activate (y) は, 生 産 要 求yを 活 性 化 す る と

い う述 語 で あ る.

2.4.4 AGV

製品 を搭 載 してい るAGVで あ るAGViは, 引 力場 を感知 す るか否 か を

決定 す るた め, 以下 に示 す ルールDaiを 持 つ.

(2.21)

た だ し, Kpaは 搬 送 中 の製 品Pａiの 現在 活性 化 して い る生 産要 求, hlは,

それ ぞ れAGViが 現 在搭 載 してい る製 品 の種 類, 製 品Jaiに 対 応 す る生

産 要 求の部 分集 合, お よび生 産機械lか ら受信 して い る場 の種 類 を示 す.

enable (x,y)は, 生産 要求xが, 場yに 対 応 する工作機 械の能 力で処理 可能

な場 合 に真 とな る述 語 であ る. また, AGViが, 製 品 を搭載 して いな い

場 合 は, 前件 部 は成 立 しない もの とす る. 後 件部Vaiは, AGViの 感 知 し

てい る場 に対 す る行 動 を表 し,
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Fig.2.6: フ ィー ル ドを感 知 して 移 動 す るAGV

(2.22)

で表現 す る もの とす る.た だ し,bai={Activate, Not_activote}は, 場 を感知

す る (Activate) か, 否 か (Not_activate) を示 す. AGVは, 複 数 の生 産機械

か らの場 を感知 可能 であ り, 最 終的 な行動 は各引力場 に関す るVaiの 重 ね

合 わせ となる.

製品 を搭 載 してい ないAGViは, 空 のAGVを 引 き寄せ る必 要 のあ る

生 産機械 か らの引 力場 を感 知 す る ルー ル を持 つ. 本 ルー ルは, 生 産要 求

が'EMPTY'に な った場 合で あ り, 式 (2.21) にお い て, KPai=EMPTYと

い う特 別 な場 合 であ る とみ なせ る.

また, AGVは 斥力場 を生成 してお り, (2.17) 式 と同様 に大 きさに基 づ

い た生 成 ルー ル を有 す る.

以 上の行 動 ルー ル を持 つAGVはBraitenbergのVehicle [58]を も とに,

Fig.2.6の ように構 成 した.

AGVの 行動Vaiは, 感 知 した場 に よって決定 される. AGVは, 場 を感知

す るセ ンサ を2つ 有 し, そ れぞ れが右 と左 の モ ー タに交差 して接 続 され,

セ ンサの計 測範 囲 は前方120度 で あ る. この ように場 を感 知す るセ ンサ,

す なわ ち2.4.1節 におけ る (x) posを 前 方2箇 所 に設 定す るこ とで, AGVの

前 方等 距離 に に等 しい強 さの引力 場が2つ 存在 す る場 合 にで も, 2つ の セ
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ンサ 情報 を利 用す るこ とで デ ッ ドロ ック に陥 るこ とを防 ぐこ とが で きる

とい う利 点が あ る. また, シス テムの構 造 が用 意で あ り, 計 算 量 も小 さ

く, 複雑 な行動 を発 生 させ る こ とが可能 で あ るこ とか ら採 用 した.

時 刻tに お け るAGVの 方 向ベ ク トルを →dirとし, その大 きさだけ 前方

に進 む とす れ ば,そ の 回転 角 θが分 か れ ば時刻t+1に お け るAGVの 位

置 と方 向が決定 で きる. 回転 角 θは以 下 の様 に して求 め る.

(2.23)

ここでlは 車輪 間隔, pは 定数, aは 場 の優先度 を表 す定 数 であ る. ま

た,→F1, →F2は, Fig.2.6中 の様 に進行 方向 に対 して逆 向 きの方向 を持 つ駆

動 力 を表す ベ ク トルで あ り, その大 きさはセ ンサ入カl→f2l,l→f1lに等 しい.

式2.23上 部 は, (l→F1l≠l→F2lかつl→F1l=l→F2l≠0)の 条 件 を満 たす場 合 で

あ り,θだ け回転 した →dir方向 に, AGVの 移動速 度で進 む. 下部 はそれ以

外 の場 合 であ り, この場 合 はl→dirl=0と し, AGVは そ の場 で 回転 す る も

の とす る.

l→F1l=l→F2lの場合 に回転 す る こ とに よ り, ポ テ ンシ ャル場 を用 いた場 合

の懸 案で あ るデ ッ ドロ ックの解 消が期 待 で きる.ま た, l→F1l=l→F2l=0の

際 に も回転す る ことで, 特 定 の場 を感知不 可 能 な場 合 に別 の場 の生 成 源

を探 索 で きる.
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2.5 時間的計画 と空間的計画の統合

2.3節 で述べ たように,本 研究で提案する生産 システムの自己組織化手

法 を利用す る上 での特徴の1つ に, 時間的計画 と空間的計画の同時性が

あると述べ た. この特徴 を利用すれば複数の計画問題が同時 に扱 うこと

が 可能 となる.

生産 システムにおけるさまざまな計画問題 は, 本来同時に計画 された

り, 制約や前提条件 として陽に考慮 された方が良いが, 別々に計画 され

ている問題が多 くある. 対 象 とする計画問題の規模が大 きくな り, 従来

の計画手法に とっては複雑 にな りす ぎるため に, どちらか を無視する場

合や極端に簡素化 して計画問題 にたたき込む場合 などが通常である.

例えば, 生産スケジュー リング (特に日程計画) を行 う場合 には, 機

械 の配置, 搬送系路 も考慮 した方が望 ましい. 考慮せずに求解 したとし

て も, 対象 とす るフロアの規模 によっては求めた解が利用で きない場合

もある. しか し, 実際のスケジューリングの場合 には搬送は考慮 されな

いか, 考慮 される場合で もおおよその搬送時間を見積 もって機械 の処理

時間 として導 入されるのが通常である.

提案 手法 をスケジュー リング問題へ と適用 した場合, ポテンシャル場

の相互作用 の結果 として, 製品が移動 しなが らリアル タイムに処理を行

う機械 を決定する. す なわち, 搬送行為が無 ければ製品が機械へ と配分

されず, スケジュー リング問題 と搬送計画の問題が統合 されているため,

搬送系路 を考慮 した計 画の立案が可能 となる. また,搬 送能力の制約条

件 も同様 に考慮可能であ り, 搬送能力 を考慮 にいれたスケジュー リング

を計画することが 可能 となる.

また, 設備 レイアウ ト計画の場合, レイアウ トは製品の流 れに大 きな

影響 を受 ける. そのため レイアウ ト計画 と, 製品の流れを決定づけるス

ケジュー リングは同時に行われ るべ きであるが, 現在 は切 り離 されて考

えられる場合が多い. 例 えば,レ イアウ トの評価指標 として製品が移動

する動線 を用いる場合, 代替機械が複数台ある時 には, どの機械におい

て作業が行われるかによって動線距離は変わって しまうが, 実際には特

定の機械 を代表 させ た り確率的に複数台の機械 を通った場合の平均値等

を利用 した りするため, 考慮 で きているとはいえない.
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提 案 手法 を設 備 レイア ウ ト計 画問題 へ と適用 した場合 は, ス ケジ ュー

リ ング問題 の場 合 と同様 製 品が 製造 フロア内 を移動 し, さ らに機 械 も移

動 す る ことで レイア ウ ト計画 が行 われる. つ ま り, ス ケジュー リングを行

い なが らレイ アウ ト計 画 を行 うこ とにな る. 製 品が流 れ なが ら レイア ウ

トが 決定 され るため, レイア ウ トにス ケ ジュー リン グ上 の制約 や, 動 的

に時 間変化 す る装置 負荷 を考慮 す る こ とが可能 となる とい う利 点 が あ る.

以上 の様 な 自己組織 的構戒 法の特徴 を利用 して, 本論 文の以下 の章で は,

・ 生 産 スケ ジュー リング (3章)

製 品 の搬 送先 をAGVが 移動 しなが ら決定 す る.

・設 備 レイア ウ ト計 画 (4章)

製品 を流 しなが ら機械 が移動 す る こ とで レイア ウ トを作 成 す る.

・ ライ ン レス生産 シス テ ム (5章)

2章 と3章 を さ らに発 展 させ て, すべ ての要素 が移動 しなが ら生 産

を行 う、

とい う3つ の問題 に対 して提 案手法 を適用 し, そ の有効性 を確 認す る.

そ して さ らに,

・ 強 化学習 に よる自己組織 化 (6章)

提 案手法 に強化学 習 を導 入 し, 自律 要素 が行動 ルー ル を動的 に獲得

す る.

の よ うに提 案 手法 に強化学 習 を導 入 し, よ り複雑 な システ ムの秩 序 や

構 造 を生成 で きる よ うに自己組織 的構 成法 の拡張 を図 る.
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2.6 結 言

本章では生産 システムの自己組織的構城 法 に関 して述べた.

本研究における自己組織化 を, 「システムを構成 する要素間の相互作用

により, システム全体の秩序 または構造が創発する過程」と定義 した. そ

れを生産 システムに用いる場合, 生産情報 の観点か ら 「生産能力 と生産

要求の相互作用によ り, システム全体の秩序 または構造が創発する過程」

となることを示 した.

次 に自己組織化 を引 き起 こす駆動力 となる相互作用 を, ポテ ンシャル

場 によって実現す る自己組織化のモデル化手法 に関 して述べ た後, それ

を生産 システムに対 して適用する方法 に関 して述べ た、

各生産要素の行動 を規定する行動ルールに関 してモデル化お よび定式

化 を行 うとともに, 最後 に提案手法の特徴である時間的計画 と空間的計

画の同時性 によ り, 従来別 々に行われていた計画問題が同時 に扱 える と

いう特徴に関 して述べた.
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自己組織 的構成法 による生産 スケジュー

リング

3.1 緒 言

本 章で は, 2章 で述べ た生 産 システ ムの 自己組織 的構成法 を, 生 産ス ケ

ジ ュー リ ング問題へ と適 用す る方法 に関 して述べ る.

3.2 節で は, まず初 め に生 産 スケ ジュー リン グ研 究の現 在 の動 向 につ い

て ま とめた後, そ の問題 点 について述べ る. 次 に 自己組織化 をスケ ジュー

リング問題 にお いて利 用す るこ との利 点 につ いて述べ る.

3.3 節 では, 電子 回路 の プ リン ト基板 (Printed Circuit Boards: PCBs) へ

の穴空 け工程 を対 象 と して, 自己組 織 化手 法 を利 用 す る際 の フ ロアの モ

デ ル化 と行 う. その後, 提 案 モ デル を用い て計算 機 実験 を行 い, 生 産過

程 の 自己組 織化 を観 察す る と ともに, 環境 の 変動 に対 す る適応 過程, 既

存 のス ケ ジュー リング手 法 との比較 実験 を行 い, 提 案 手法 の有 効性 を確

認す る.

3.4節 で は, 本研 究 で提 案 す る生 産過程 の 自己組 織化 の実現 は,生 産現

場 か らの 人間 の排 除 を意 味す るので は な く, 自己組織 化 を実 現 す る生産

要 素 の一つ と して シス テム に介 入 させ るこ とが可 能で あ る と考 えてい る.

そ こで, 自己組 織化過程 に対 しての人 間の介入 を許 し, 人 間 とシス テムの

相 互作 用 を実現 しす るた め, 仮想 空 間 を用 いた イ ンター フェー ス を構築

40
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す る. 計 算機実験 におい て, 仮想空 間の イ ンターフェース を通 じて, 人 間

の介 入が 自己組織 化 過程 に対 して どの よ うな影響 を与 え るか を観察 す る.

最後 に3.5節 で本 章 をま とめ る.
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3.2 ス ケ ジュ-リ ング問題 へ の 自己組織 化 の適 用

3.2.1 生 産 ス ケ ジ ュ ー リ ン グ研 究 の 動 向

スケ ジュー リングは現在, 生 産, プロ ジェク ト, 物流, 交通, コ ンピュー

タ, サー ビス な ど, 効率 的運用が 求め られるあ らゆる組 織 におけ る最 も重

要 な計 画行 為 の1つ で あ る [59]. 対 象 を生 産 シス テム に限定 して も, ス

ケ ジュ ー リ ングは時 間 的あ るい は規模 的 に も様 々な レベ ルの計 画問題 を

解決 す る行 為 で ある. その 中で も, 本研 究 が対 象 とす る のは製 造 フロア

におけ る 日程計 画 問題, い わゆ る生 産 ス ケ ジュー リン グ問題 で あ り, 製

造 フロア に到 着 した ジ ョブ を機械 装置 にい か に効 率 よ く時 間 的 に配 分 す

るか とい う問題 であ る. 中で もスケ ジュー リ ング問題 におい て最 も複雑

とい えるジ ョブ シ ョップス ケジュー リング問題 が広 く対 象 として研 究 され

てい る [60].

ス ケジュー リ ング問題 の解法 が発展 を遂 げ たのは, OR (Operations Re

search) 手 法 の発達 に よ り, ス ケジュー リ ング問題 が組 み合 わせ最適 化 問

題 と して とらえ られ, 数理 的解法 が試 み られ る ようにな ってか らであ る.

しか しなが ら従来 の厳密 解 を求 め る典型 的 なOR手 法で は, 実工場 レベ ル

の大規模 なス ケジュー リ ング問題 において解 を求 め るこ とが 困難 になるた

め,近 年 は近 似解 法 を利 用 した求解 が され る ようにな って きて い る [61].

近 似 解法 の 中で も特 に, SA (Simulated Annealing) [62], TS (Tabu

Search), GA (Genetic Algorithm) [43] 等 に代 表 され るメ タ ヒュー リス

テ ィクス [49] は, 大規模 な最 適化 問題 を実 時 間で効率 良 く解 を求め る手

法 で あ り, 情報 技術 の発 達 に よ り計 算機 実験 が 可能 とな るに従 い利 用 さ

れ るこ とが多 くな ってい る. その 中で もGAは ジ ョブ シ ョップス ケジュー

リ ング問題 等 の組合 わせ 最適 化 問題 にお い て効 率 よ く解 を求 め る こ とが

可能 であ る と報 告 されてお り [63], ス ケ ジュー リン グ問題 におけ る有効

性 が 広 く認 知 され, 生 産 スケ ジ ュー リ ング研究 にお いて も盛 ん に研 究 さ

れ てい る.

以 上 の よ うなメ タ ヒュー リス テ ィクス を用 い た スケ ジュ ー リ ング 手法

は, 本来 大規模 な スケ ジュー リ ング問題 を組 合 わせ最 適 化問題 と して解

くため の近似 解法 と して提 案, 研 究 され て きた もので あ る. しか しなが

ら, 提案 され る手法 の実験 や検 証 に用 い られ る研 究 モ デ ルには,
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・ 研 究 モデ ルの ジ ョブ シ ョップは静 的 でかつ確 定 的で あ る.

・ 研 究 モ デル におけ る制約 は比 較 的単純 でそ の数 も多 くない.

・研 究 モ デルの コス ト関数 は線 形 を仮 定 して い る.

・研 究 モ デル は単 一 目的 の ものが 多い.

とい う点 で, 実 問題 の スケ ジュ ー リ ング問題 との乖離 が存 在 す る場 合

が 多い とい う指摘 が あ り [61], 実 問題 におい て使 用 で きる まで の実 用化

が進 んで い ない場合 が 多い.

例 えば, 実 工場 にお いて解 か なけれ ば な らないス ケ ジュー リン グ問題

におい て は, ス ケジ ュー ル作 成 時 に, 投 入 され る ジ ョブ の到着 が正確 に

予測 で きない場 合 や, 機 械 や搬 送車 に関 して も故 障 や メ ンテナ ンス等 に

関 して情 報が不 完 全 な場 合 があ る. さ らに, これ ら不完 全 な生産情 報 を,

あ る範 囲 を持 っ た予 測値 で代 替 して スケ ジュー リ ング問題 を解 い た と し

て も, 事 前 に想 定 され てい た ジ ョブが 製造 フ ロア に届 か なか った り, 予

測 の範 囲 を超 えて機械 の故 障 が発 生 し事前 の ス ケジ ュール通 り生 産が行

えな い こ ともあ る.

生 産現場 にお いて, 生 産 に関す る事 前情 報 の不 完 全性 や生 産過程 にお

け る動 的 な変動 は, 生 産環 境 の複 雑化 に起 因 して今 後 ます ます増 大 す る

であ ろ うこ とが予 測 で きる. そ れ らの事前 に予 測 困難 な変動 や, 事前 生

産情 報の 不完 全性 を う ま く取 り扱 うため には, 事前 計画 が その ままで は

利 用 で きな くなっ た時点 で 再 ス ケジュ ー リ ングを行 う リア クテ ィブス ケ

ジュー リ ングや, そ もそ も事 前計 画 を作成 せず に生 産 の進捗 にあ わせ て

場 当た り的 にス ケ ジュー リング を行 う リアル タイム ス ケジ ュー リ ングが

有効 とな る.

リアル タイムス ケ ジ ュー リ ング を実現 す る方法 の1つ と して, デ ィス

パ ッチ ングルー ル を利用 した リアル タイムスケ ジュー リングが あ る. これ

は,機 械 で どの ジ ョブを作 業すべ きか を, あ らか じめ決 め られたル ール を

用い て リアル タイムで解決す る方法 である. 一般 的 に,平 均滞留 時 間を短

くす るためには加工時 間 を考慮 した ルールで あるSPT (Shortest Processing

Time: 最 早処理 時 間順) ル ール等 がパ フ ォーマ ンスが 良い とされ る. ま
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た, 納期 遅 れ に重 点 をお くな ら, EDD (Earliest DueDate: 納 期余 裕最小

順) ルール やSLACK (SLACK時 間順) ル ールがパ フ ォーマ ンスが 良い

とされ る [64]. しか し, デ ィスパ ッチ ングル ール は問題 の 目的依 存が 大

き く, 一 つの 問題 に対 して有 効 な ルー ルが 一つ で はな く複 数存 在 す る な

ど, 汎用 的 な方法 とは言 い難 い.

近 年 の情 報技術 の発 展 に よ り, 自律 エ ー ジェ ン トを用 いた 自律 分散 型

ス ケジ ュー リ ングが注 目 を集 め てい る [16]. 自律 分散 型 スケ ジュ ー リ ン

グは, スケジュー リング問題 を要素 レベルの部分 問題 に落 と し込み,シ ス

テ ム を構成 す る要素 間 の通信 を実 現 して 自律 的 に, かつ リア ル タイム で

ス ケ ジュー リ ング問題 の解決 を図 る もの であ る. 自律分 散型 ス ケジ ュー

リ ングは大 規模 な問題 を取 り扱 う ことが可能 で あ り, また, 生 産環境 の

変動 に対 す る適応性 に優 れ てい る.

しか し現在 まで の ところ, 自律 分散 型 の生 産 スケ ジ ュー リ ングを構築

す る方 法 は多 くな く, 具体 的 な手法 と して は, 分散 人工 知 能 [35] の手法

の1つ で ある契約 方式 [20] を利用 す るのが 通常 で ある [18, 36, 38].

契約 方式 を用 い れば分 散 的 に各 タス ク を処理 で きるが, 以下 の点 が 問

題 とな る [39].

・ タス クの告 示 か ら入札, 落 札 までの プロセ スは要素 間の直接 通信 を

基 本 と してお り, 各要素 が他 の要素 の存 在 を認 識 す る必 要が あ る.

・ すべ ての情 報 をあ る特 定の管理 者 か ら受 け取 るので は, 管理 が集 中

した現在 の シス テム と同 じで り, 中央 コ ンピュー タの負担 が大 き く

なる.

・ すべ ての要素 が システム全体 に対 して ブロー ドキ ャス トす るこ とも

考 え られ るが, 通信 処 理 の負 担 が極 めて大 き くなる.

また, デ ィスパ ッチ ングルー ル を用 い た リア ル タ イムス ケ ジュー リン

グ も, エ ー ジ ェ ン トベ ー スア プ ローチ も, スケ ジュ ー ル作 成時 点 の情 報

のみ を用 い て計 画 を立 て るため に, 環 境 変動 に対 して ロバ ス トな手法 で

あ る とい え る.
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生 産 ス ケ ジュー リン グの枠 組 み にお いて は, 搬送 シス テム まで考慮 に

入 れて ス ケ ジュ ー リ ング を行 う場 合 は少 ない. つ ま り, あ るジ ョブ を作

業 す る機械 が決 定 した場 合, ジ ョブ を機械 まで搬送 す るため の別 の搬 送

計 画 が必 要 とな る場 合が 多 い. 搬 送計 画 まで考慮 され る場合 で あって も,

簡単 な制 約 と して導 入 され るか加工 時 間へ とた た き込 む こ とが あ るのみ

で あ り, 十分 では ない.

さ らに, ジ ョブ の搬 送 先が 決定 した と して も, 搬 送 中 に機械 が故 障 し

た場 合 にはそ の時 点で搬 送 先が 無 くなる ため, 作 成 したス ケジ ュー ルが

実 行 不 可能 とな り, 改め て再 ス ケ ジュ ー リ ングが必 要 とな るな どの問題

もあ る.す なわ ち, スケ ジ ュー リ ングが 行 われ てか ら搬 送 計 画が作 成 さ

れ る とい うよ うに, 2つ の計 画 が逐 次 的 に進 め られ てい る ため に, ス ケ

ジュー リング と搬送計 画 の乖 離が見受 け られ問題 となる. 生産 スケ ジュー

リング を行 う場 合, 搬 送 システ ムの搬 送計 画 を別途 扱 うの で はな く, 両

方 を同時 に計 画す る ような 手法 の開発 が必 要 となる.

以 上よ り, 生 産環境 の 変動 に適 応 可能 なス ケ ジュー リング手 法 であ る

自律 分 散 型 スケ ジ ュー リ ング を構築 す る ため, 契 約 方式 に代 わ る新 しい

手法 が必 要 で あ る. また, そ の手法 は, 搬送 シス テム のス ケ ジュー リン

グや軌 道計 画 を同時 に解決 で きるス ケ ジュー リング方法 であ る こ とが望

ま しい. 本研 究 では,第2章 で述 べ た生 産 シス テ ムの 自己組織 化手 法 を

利 用す る こ とで, 搬 送 過程 を考 慮 した リア ル タイムス ケ ジュー リン グ過

程 を実現 す るこ とを提 案 す る.

3.2.2 自己組 織 化 を用 い た 自律 分 散 型 リア ル タ イ ム ス ケ ジ

ュー リング

本研究では, 第2章 で述べ た自己組織化 をスケジューリング問題 に適

用する. す なわち, 機械 の加工能力 と, 製品の加工要求の場 を介 した局

所的かつ自律的な適合 により生産が進 む手法 の構築を行 う. そのために,

以下の ような利点が考 えられる.

・ 搬 送系 を含 んだ スケ ジュー リ ングが可能
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相 互作用 に場 を利 用 してい るため, 製 品が移動 しなが ら搬 送先 が決

定 す る. す なわち, 搬 送行 為 と搬 送先 の決定, す なわち スケ ジュー

リ ングが 同時 に行 われ るこ とにな り, 従 来の スケ ジュー リ ング手法

の よ うに, ス ケジュー リング後 に新 た に搬 送経路 の計画 を作成 す る

必 要が無 くな り, スケ ジュール 自体 に搬送系 の制約 が含 まれ る こ と

となる.

●通信 コス トが削減可能

提案手法では, 機械 と製品の局所的適合 に場 を介 した相互作用 を利

用 している. 機械は場 を生成 しているが, それ を感知 している他の

要素がいるのか認識す る必要がない. また, AGVは 引力場 を感知

して移動するが, その場が どの機械か ら生成 されているのかを認識

する必要がない. 一方, 契約方式で利用 される直接通信では, 機械

と製品 (あるいは製品 を乗せたAGV) が, 通信 を行 うためにそれ

ぞれ相手の存在 を知る必要がある.

・環境変動 に適応可能

移動途中に機械故障が発生 した場合 も, ポテ ンシャル場の生成源が

1つ 消失するだけで, その時点で代替機械製造 フロア上に存在する

なら, 代替機械へ と移動することが可能 となる. また, 新 たな機械

が製造 フロアに追加 された としても, ポテ ンシャル場 の生成源が1

つ増えるだけであ り, 他の機械やAGVへ とその存在 を知 らせ る必

要がない. これ らの特徴 は2番 目の利点 とも関連 している.

以上 よ り, 本研 究 で提 案 す る 自己組織 化 を用 い た スケ ジュ ー リ ング手

法 は, 前 節 で述べ た生 産 スケ ジュー リ ング手 法 の枠組 み で捉 え る と,「 自

律 分散型」の 「リアル タイムスケ ジュー リング」手 法の1つ で あ り, さら

に 「搬 送系 の制約 を考 慮 した」 ス ケジ ュー リング手 法 であ る と位 置 づ け

る こ とが 可能 となる.

提 案手 法 の これ らの特徴 は, 自己組織 化 の実現 のた め に場 を介 した相

互作 用 を利用 してい る こ とに起 因 し, 製 品 を どの機械 へ と搬 送 す るか と

い う時 間的計 画 と, どの よ うな経路 を通 って搬送 す るか とい う空 間 的計

画 を同時 に行 って い るか らで あ る.
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3.3 多層 プ リン ト基 板 製造 工程 へ の適 用

自己組織化 を利用 したスケジューリング手法の有効性 を確認するため,

多層 プリン ト基板製造工程に対 して提案手法 を適用す る. 対象 とした製

造フロアのデー タは実工場か ら得た ものを利用 した.

以 下の節では各生産要素のモデル化 を行った後, 計算機実験 をお こな

い,そ の有効性 を確認する.

3.3.1 多層 プ リン ト基 板 製 造工 程

本 例 にお い て対 象 とす る生 産過 程 は, 多層 プ リ ン ト基 板 (multilayer

Printed Circuit Bords: PCBs) の製 造工 程 で あ る. 一 般 的 に, PCBsの 製

造工 程 には8つ の サ ブ工 程が存 在す るが, 本例 で はそのサ ブ工程 の中 の,

PCBsへ の穴 空 け工程 に焦 点 を当 て る.

対 象 とす る穴 空 け工 程 は, 製造 フ ロア に到 着 した ジ ョブが 各NC機 械

に分 配 され てい く並列 機械 問題 で あ る. 製造 フロ アに到 着 したPCBsは,

そ の加工 精 度 や ボー ドの数 な どの加 工 要求 に もとつ い て, 効果 的 に穴空

け機械 に振 り分 け られ て行 か なければ な らない. 本工 程 は多 品種, 小 ロ ッ

トサ イズ生 産 で あ り, さらに前工 程 か らの 製品 の脱落 が あ るな ど, 既存

の生 産 スケ ジュー リング手法 に よって生産計画 を立案す るのが 困難 となっ

て い る. その ため, 実 工場 におけ るこの振 り分 け過程 は, 人手 に よって

経験 的 に行 なわ れて い るのが 現状 で あ り, リアル タイム にス ケジュ ール

計 画 を 立てる必 要が生 じてい る.

3.3.2 生 産 要 素 の モ デ ル 化

PCBs穴 あけ工程 に対 して 自己組織 化 を適用 す るため, 各生 産要素 のモ

デ ル化 を行 った. 製造 フロア は製 品, NC機 械, AGV, 製 品搬 入 口, 製 品

搬 出 口か らな る. 以 下に各モ デ ルにつ いて述べ る.
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製品モデル

1つ の製 品は数枚 の同種類 のPCBボ ー ドか ら構 成 され てお り, この ボー

ドの種 類が 製 品毎 の生 産要 求 を決定 す る. 本適 用例 で は, 加 工 要求 精度

とボー ドサ イズの2つ を加 工要 求 と して用 い る.

す なわち, 前節 におい て定式 化 した生 産要求 を表 す式 (2.19) の うち, 作

業順 序RPmに おい てm=1と な る. また, 生 産要 求 は2つ か らな るた め,

p=2で あ り, r1: 加工 精度, r2: ボー ドサ イズ を表 す.

加 工精度 には, r1={A,B}の2種 類 あ り, 'A'精 度 の方が'B'精 度 よ り

も要 求精度 が高 い こ とを表 す.

一方
, ボー ドサ イズには, r2={255, 300, 400, 510, 610}(mm)と い う5種

類 のサ イズが あ る.

製 品 は以上 の よ うな生 産要 求 を 自身 で認識 して いる と し, これ らの生

産要 求 は式 (2.20) を用 い て活性 化 され るが, 本適 用例 の場合 はm=n=1

で あ るため, 1つ の作 業工 程が 終 了すれ ば製造 フロ アか ら排 出 され る.

製 品 は 自身 で穴 空 け工 程 フロ ア上 を移動 す る こ とが で きな い ため に,

AGVに 乗 せ られて 各NC機 械 へ と搬 送 され る.

NC機 械モデル

各NC機 械 は, 2種 類 の加工能 力 を有 してい る. 製 品 と同様 に加工精度

と, 加 工時 にボ ー ドをのせ るテ ーブルサ イズであ る. す な わち, 式 (2.15)

中のCmiに お いてm=2, c1: 加工 精度, c2: テー ブルサ イズ とす る.

加工 精度 に はC1={A,B}の2種 類 あ り, 'A'精 度 の機械 で は'A', 'B'両

方 の加工 要求 を持 った製品 を処 理で きるが, 'B'精 度 の能 力 を持 った機械

で は'B'精 度 の加工 要求 しか処理 す る こ とが で きない.

一 方 テー ブ ルサ イズ には
, c2={340, 400, 610, 800}(mm)の4種 類 が あ

り, テ ーブ ルサ イズ よ りも小 さいサ イズの ボー ドで構成 され る製 品 しか,

加 工 で きない. 例 えば, 加工 精度'B'で テ ーブルサ イズが400の 穴空 け機

械 は, 加 工要求精 度'B'で, ボー ドサ イズが255, 340, 400の 製 品 を加工

す る ことが 出来 る もの とす る.

以上 のNC機 械 は, 式(2.15)の 行 動 ルー ルに よ り, その内部状態 に もと

づ い て引力場 の生 成 を行 う.
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AGVモ デル

AGVは 前章 におい て構 築 した モデ ル を用い る. す なわ ち, 搭 載 した製

品 よ りその 生産 要 求 を受 け取 り, 式(2.21)に もとつ いて生 産 要求 に対 応

した 引力場 を感 知 し, 場 の生 成源へ と移動 す る.

最終 的 には到達 した機械 へ 搭載 してい る製 品 を受 け渡 す こ とで生 産が

進捗 す る.

製品投 入 口 ・搬 出口 モデル

製 品 は一 日毎 に製品投 入 口へ と到 着す る. 製 品投 入量 と時 間 は実 工場

の実 績 デ ー タを利 用 して作 成 し, モ デ ル化 してい る.

3.3.3 生産 要 求 と生産 能 力の優 先 関係

本実験 にお いて,生 産能 力 と生 産要求 の組 合せ の好 ま しさは,

1.ボ ー ドの サ イズ と同 じテ ーブ ルサ イズ を持 った機械 で加 工.

2.ボ ー ドの加工 要求精 度 と同 じ加工 精度 の能力 を持 った機 械 で加工.

とい うル ール を も とに構成 した.

Fig.3.1は, 適合 可能 な生産能 力 と生 産 要求 の組 み合 わせ とその優先 度

を示 してい る. 実線 矢 印が優 先度 の高 い適合 を表 し, 破 線 矢印 が優 先度

の低 い適合 を表 してい る. 優先 度が高 い組 み合 わせ は, 式 (2.11) の αを4

倍 と してモ デ ル化 してい る.

上 記1.に よ り大 きなテー ブル を持 った機械が, 小 さな ボー ドで 占拠 さ

れ る こ とを防 ぐこ とが で きる. また, 2.に よ り, 加 工精 度 の高い機 械 が

加工 要 求精度 の低 いボ ー ドで 占拠 され るの を回避可 能 とな る.

例 えば, 加 工精 度'A'の 機械 は, 両加工 要求精度 を有 した製 品 を加工 で

きるべ きで あ る. しか しなが ら, 'A'の 加工 精度 を持 った機械 は,同 じ加

工 要求精度 を持 った製 品 を最 も強 く引 き寄せ る. 同様 に, 430の テーブ ル

サ イズ を持 った機械 は, 自身の テー ブルサ イズ よ りも小 さなボ ー ドで構

成 され る製 品 を加工 す る こ とは出来 るべ きであ る. しか しなが ら, その
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Fig. 3.1: 加 工 精 度,ボ ー ドサ イ ズ に 関 す る適 合 組 合 わ せ

機械 は, 自身 と同 じ430の サ イズの ボー ドで構 成 され る製 品 を優 先 的 に

処 理 を行 うべ きで あ る.

これ らの優 先度 を, 引 力場 の強 さに反 映 させ てモ デ ル化 す る. つ ま り,

機械 は優先 度 の大 きさ に従 って数 種類 の場 を生 成 し, 優 先度 が 高 い もの

(Fig.3.1中 の実線 部 分) は場 を大 き くモ デ ル化 す る. このモ デ ル化 に よ

り, フ ロアに到着 した製 品が 引力 場 を用 いて適 した穴 空 け機 械 へ と振 り

分 け られて行 く、

3.3.4 実 験 設 定

対 象 とす る製造 フロアの配置 はFig.3.2の 通 りであ り,フ ロアサ イズは,

77.8(m)×49.4(m)で あ る.

フロ ア上 に機 械 は44台 存 在 し, 図 の とお りに配置 され てい る.'A'精

度 の機 械 が12台 あ り, 残 りは32台 は'B'精 度 の機 械 であ る. AGVは5

台存在 し, すべ て同質 な もので あ る.

フ ロア中央 には,製 品投 入 口が あ り, 製 品 を一 時的 に保 存す るため の

キ ューが あ る. つ ま り各製 品 は, 前工 程 か ら運 ばれ て くる と, 製 品投 入

口にあ るキ ュー にスプ ール され る.

製 品投入 口か ら生成 された引力場 を感 知 した空のAGVが 近づ くとキュー

か ら製 品が 一つ 取 り出 され, AGVへ と搭 載 され フ ロア 上に投 入 され る.
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Fig.3.2: PCBボ ー ド穴 あ け工 程 の 製 造 フ ロ ア 概 要

フロ アに投 入 され た製 品 は,ポ テ ンシャル場 を介 した相 互作 用 に もとづ

き, 各機械へ と配分 されて い く. 穴 あけ工程が終 了 した製 品 は, 製 品投 入

LIと 同 じ場 所 に設置 され た製品排 出 口にあ る キュー にス プー ル され, 後

工 程 に送 られ る.

PCB穴 あけNC機 械 とAGVの 局所 的相 互作用 の媒 介 となるポ テ ンシャ

ル場 の形状 は, (2.11) 式 にお ける各係数 を表3.1の 様 な組 み合 わせ で使用

し, distの 単位 はmで あ る.

Table3.1: 実 験 に使 用 した パ ラ メ ー タ
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3.3.5実 験 結 果 と考 察

リアル タイムスケ ジュー リング過程

前節 のモ デル を用 い て計 算 機実験 を行 った.

Fig.3.3に 計算 機実験 のス ナ ップ シ ョッ トを示す. 図中の 白線 はAGVの

動 作軌 跡 を表 して お り, 各AGVが 自律 的 に移動 してい る様 子 が 観察 で

きる.

AGVは 機械 か ら生成す る引力場 を感知 し, 製品 を搬 送す る.1つ のAGV

を追跡 す る と,

1. 製品投 入 口か ら新 しい製 品 を取得 (Fig.3.3 (a))

2. 他 の機 械 を避 けなが ら引力場 生 成源へ と移動

3. 製 品 を機械 ヘ ロー ド (Fig.3.3 (b))

4. 再 び新 しい製 品 を取得 す るため に製 品投 入口へ 移動 (Fig.3、3 (c))

とい うAGVの 製 品搬 送 過程 が確認 で きる.

AGVは 加工 が終了 した製品 を機械 か ら製 品搬 出口へ と搬送す る. Fig.3.4

に機 械 か ら製 品搬 出 口へ のAGVの 搬送 過程 を示 す. 1つ のAGVの 動 き

を追跡 す る と,

1. 加工 が終 了 した機械 か らの引力 場 を感知 して移 動 (Fig.3.4 (a))

2. 製 品 を機械 か らア ンロー ド (Fig.3.4 (b))

3. 製 品搬 出口へ搬 送 (Fig.3.4 (c))

とい うAGVの 製 品搬送 過程 を確認 した.

先 述 した ように対象 となるPCBsへ の穴 あけ工程 におい ては, フロア 十

のい か なる設 備 も どの ような種類 の製 品が どの よ うな タ イ ミングで到着

す るか とい う情 報 は, 予 め知 る こ とが困難 で あ る. そ のた め, 設 備 と素

材 の先見 的 な情 報 を必 要 とす る既 存 のス ケ ジュー リ ング手 法 にお いて は,

この種 の問題 を解 決す るの は困難 であ る.
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(a) AGVが 製 品投 人 口か ら受 け取 る.

(b) AGVが 機 械 へ と到 着.

(c) AGVが 製 品 投 入 口へ 移 動.

Fig. 3.3: 製 品投 入 口か ら機 械 へ の 製品 搬 送 過 程
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(a) 加 工が終 了した機械 へ と移動.

(b) AGVが 機械 へ と到着 し製品 を取 り出 す,

(c) AGVが 製 品 搬 出 口へ 移 動.

Fig.3.4: 機 械 か ら 製 品 搬 出 口へ の 製 品 搬 送 過 程
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提 案 手法 で あ る 自己組織 化 に も とつ い た システ ム におい て は,ど の種

の 製 品が どの よ うな タイ ミングで フロ アに到着 す るす るか とい うこ とを

先 見 的 に知 る必 要 が な い. ポ テ ンシ ャル場 を介 した局 所 的 な相互作 用 の

結果 として, 各製 品がAGVに 搭載 され, 移動 中 にそ の時点で適 した機械

へ と配 分 され てい く.

環境 変 動へ の適応

自己組織 化 ス ケ ジュ ー リ ング手 法 の環境 変動へ の適 応性 を調 べ るため

に, フロ ア内の機械 に故 障 が発生 した場 合 の システムの挙動 を観 察 した.

Fig. 3.5は, AGVの 搬 送 途 中 に搬 送 先 の機械 に故障 が発 生 した場 合 の

計 算機 実験 の スナ ップ シ ョッ トであ り, AGVの 行 動 を追跡 す る と,

1. 搬 送 中 に搬 送予 定 の機械 に故 障が発 生 (Fig. 3.5 (a))

2. 搬 送 中の 製品 に適 合す る引力 場 を探 索

3. 代 替 機へ と搬送 (Fig. 3.4 (b))

とい う過 程が 観察 で きた.

また, 計算 機実 験 にお い て稼働 率 の高 い上位3台 を選 び, そ れぞ れ シ

ミュ レー シ ョン内時 間 にお いて 開始後3時 間 の時点 で故 障 を発生 させ る

実験 を行 った. 各機械 の故 障 の復 旧 には等 しく3時 間か か る もの とした.

表3.2は, 1日 分 の注 文で あ る217の 製 品 をフロ アに投 入 した際 の, 最

後 に投 入 され た製 品が機械 へ と搬 送 され た時 間の比 較 であ る.

故 障が発 生 した場 合 は, 故 障が 発生 しない場 合 に比べ, 最 終 製品 の割

り当 て時 間が16分 程 度 遅 くな ってい るが, これは3台 の機械 が故 障 し,

フロアの生 産能 力が 下 が った影響 で あ る と考 え られ る.

既 存 のス ケ ジュ ー リ ング手 法 を用 い る と, 再 スケ ジュ ー リ ングを行 わ

ない 限 り機械 の 故障 と同程度 の時 間だ け生 産 に遅延 が生 じるが, 提案 手

法 で は再 ス ケ ジュー リングす る こ とな しに16分 の遅 れ に留 まってい る.

これ は, A機 械 に故障 が発 生 した場 合, 故障 した機械 が 引力場 を生 成

しな くな る ようにモデ ル化 してい るため に起 こる. 機 械の故 障 はAGVに
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(a) AGVが 搬 送中 に機 械 に故障 が発 生

(b) 引 力場 を感知 して代 替 機へ と搬 送

Fig.3.5: 機械 に故障が 発生 した場 合 の適応 過程
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とって 引力場 が感 知 で きな くな るこ とを意味 し, 搬 送途 中 に感知 してい

た引 力場 が無 くなれば, 他 の引 力場 を感 知 して代替 機へ と搬 送 をや り直

す こ ととな る. つ ま り, 故 障 が生 じた機械 の作 業 を他 の機械 へ と分 配す

る こ とに よ り, シス テ ム全体 と して環 境変 動 に適応 して い る過程 であ る

とみ なす こ とが で きる.

Table3.2: 設 備故 障の影 響

この よ うな環境 変動 へ の適応 過 程 は, ポテ ンシ ャル場 を用 い た相互作

用 に よって搬 送 中 に搬 送先 を決定 す る とい う提 案 手法 の特 徴 を良 く表 し

てい る.

既 存手 法 との比 較

生産性評価 の ため に,提 案手法 (Self-Organization Simulation: SOS) と,

最早 処理 時 間割 り当て ル ール (Shortest Processing Time: SPT) を用 い た

リアル タイムス ケ ジュー リング との比 較 を行 った.

比 較 を行 う既存 の手法 と してSPTを 採 用 した のは, すべ ての問題 に適

用 で きる万 能 な デ ィスパ ッチ ングルー ル は無 いが, ス ケジ ュー リング対

象 とす るPCBs穴 あ け工程 の よ うに納 期 遅 れ よ りも平均 滞留 時 間 を重視

して い る場 合, 加工 時 間 を考慮 した デ ィス パ ッチ ングルー ルが よい こ と

が 知 られて い る [64] た めで あ る.

対 象 とす る製造 フロ アはFig. 3.2と 同様 で あ り, 1日 分 の 注文 であ る

217の ジ ョブ を製造 フロア に投 入 した. 投 入 された ジ ョブは, FIFO (First

InFirst Out) に従 い, ジ ョブの キ ューか らAGVへ と搭 載 されて い く.

SPTを 用い た計 算機実 験 におい ては, ジ ョブの割 り当 ての決定 と, ジ ョ

ブ を当該機 械へ の搬送 とい う2段 階 の手順 を踏 む. す な わち, キ ューか

ら払 い出 され た ジ ョブをSPTの ア ル ゴ リズム を用い て どの機械 によって
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Table 3.3: SOSとSPTの 生 産性 に関 す る比較

Fig. 3.6: 機械 の平 均稼働 率 との差 に関す る比較

処理 す るか を決定 す る. そ の後, 該 当 す る機 械 が ジ ョブ を引 っ張 る よ う

なポ テ ンシャル場 を生 成 し, ジ ョブ を引 き寄せ る とい う手川頁で構 築 した.

両 手法 を用 い た計算 機 実験 を行 い, 投 入 した最後 の ジ ョブが機 械 に割

り振 られ た時刻, お よびそ の時点 での全 機械 の平均 稼働 率 につ い て比較

を行 った. ただ し, 今 回は問題 を単 純化 す るため に, 各機械 の段 取 りの

時 間 は考 慮 に入れ てい ない.

Table 3.3は, 両手 法の比較 の結 果 を表 してい る. 最終 製品が割 り当て ら

れた時 間で は, 自己組 織化 手法がSPTに 比べ て約28分 早い. また, 各機

械 の平均 稼働率 につ いて も, 自己組織化 手法 の方 がSPTに 比べ て約2%高

い とい う結 果 となった. 提 案 手法 で あ る 自己組 織化 手法 は, 生 産性 とい

う点 におい て は, SPTを 上 回 る性 能 を達 成 して い る.
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Table 3.3右 端 は, 各 実験 におけ る各機械 の稼働率 の平均 との差 を示 し

てい る. SPTに 比 べ て 自己組織 化手 法 は分散 値 が小 さ くなってお り, 各

機械 の稼働 率 の ば らつ きが小 さ く, 製 品 を各機械 にほ ぼ等 し く効 率 的 に

配 分 で きてい る こ とが わか る.

また, Fig.3.6は 各機械 の稼働 率 の標 準偏差 を示 してい る. 実線 の矢 印

が つ いた機械 は, SPTに お い て平均 か らの負 の偏差 が大 きい もの であ り,

これ らは'B'精 度 の機 械で あ る. これ は, 'A' 精度 の機械 を 'B' 精度 の ジ ョ

ブで処理 す る こ とが 多い ため に, 'B' 精度 の機械 の稼働 率が 下が ってい る

こ とを示 してい る と考 え られ る. また, 破線 の矢印 がつ い てい るの は 自

己組 織化 手法 におい て平 均 の稼働 率 よ りも約0.2低 くなってい る 'A' 精 度

の機 械 であ る. これ は, SPTの 様 に 'B' 精度 の ジ ョブ を 'A' 精度 の機械 で

加工 す る機会 が少 ない ため に, 'A' 精度 の機械 が必 要以上 に稼働 率が上 が

らな い とい うこ とを示 してい る.

これ らの結 果 は3.3.3節 におい て示 した機械 の生 産能 力 と製 品の生 産要

求 の適 合 に関す る優先 関係 を良 く表 した結 果 であ る. す なわ ち, 場 の優

先 度 を適切 に設定 す るこ とで, 自己組 織化 され る時間 的構造, つ ま りス

ケ ジュ ー リ ングが 変化 し, よ り良い ス ケジ ュー ルが 得 られ る可能性 を示

唆 して い る. 従 来の デ ィスパ ッチ ン グルー ルの よ うに, 配分 優先 度 の基

準 が1つ の評 価 指標 だ けで は ない, とい う利 点 を示 してい る.

また, 生 産 要 求が変 動 し特 急 ジ ョブが発 生 した場 合 で も, 現 在 動作 中

の機械 を停 止 す る必 要が ない限 り, 次 に投 入 され る製 品の適 合優 先度 を

変 化 させ, 場 の優 先度 を引 き上 げ るだけで対応 可能 となる と考 え られ る.
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3.4 自己組織化過程への人の参入

現 在 までの情 報技 術 の発 達 に よ り, 生 産現場 において 自動化 が進 み, 人

の関与 す る作業 は以 前 に比べ て減 少 して い る. しか しなが ら, 生 産 シス

テ ムのの 自動化 が過 度 に進 む と, システ ム に関与す る人 を排 除 して しま

う結果 とな り, その結 果, シス テムの 柔軟性 が か え って失 われ, 期 待通

りに システ ムが動作 しない とい う問題 を抱 え る場 合 があ る. つ ま り, 生

産 にお ける 自動 化 が進 む現在 も, 人 は依然 として生 産過 程 にお い て重 要

な役割 を果 た してお り, 無 視す る事 はで きない.

これは, 現 在 までの ところ, 自動化 が進 んだ機械 やAGVな どのい かな

る生 産設 備 と比較 した と して も, 人 が ほ とん どすべ ての作 業 を, よ り柔

軟 に行 うこ とが で きるか らであ る. 例 えば, 製品 の搬 送 や装 置へ の セ ッ

トア ップ, 多種類 の装 置 のオペ レー シ ョン, 装置 の故 障対 応 を 一人で こな

す場 合 もあ る. 作 業者 の振 る舞 いの是 非が 生産性 に直結 す る こ と もあ る.

以 上 の よ うに, 生産 システ ム にお い て人 の存 在 は排 除 す るべ きで は な

く, む しろ積極 的 に参 入 を許 し, システ ム と人 との相 互作 用 を実現 す る

こ とが望 ま しい.

生 産 シス テ ムに対 して人 を シス テ ムの構 成要素 と して積 極 的 に導 入 を

試 み る生 産方式 の1つ が セ ル生 産 システ ムであ る [65, 66]. セ ル生産 シス

テム は, 複 数の工 程 を一 人の作 業者 が受 け持 つ 多能工 を, システ ムの構

成 要素 の 中心 に据 え, 人 の柔軟 性 を利用 して シス テムの 柔軟性 を挙 げ る

こ とを試 み るシス テム であ る. これ まで, セ ル生 産 シス テム は家電 の組

立 ライ ンな どで採 用 されそ の成果 をあげ てい るが, まだそ の適 用対 象 は

限定的 であ る.

そ こで, 人 と人工物 シス テム の相 互作 用 をいか に実現 す る のか, とい

う手法 の開発 が必 要で あ る.

本節 で は, 生 産 ス ケジュ ー リ ングにお け る自己組織 化 過程 に対 して 人

の参 入 を実現 す る方法 につ いて述べ る. 具 体 的 には, 自己組 織 化 手法 と

人工現 実感 と統 合 す る. この統 合 に よって, 自己組 織化 シ ミュ レー シ ョ

ンは3次 元 表示 に よる現 実感 を得 るだ けで な く, 人 との 相互作 用 の イ ン

ター フェー ス を備 え る こと とな る.
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以 下では, 始 め に生物 指向型生 産 システム を もとに した イ ンタラクテ ィ

ブ生 産 シス テム につ いて そ の概 要 につ い て短 く述 べ た後, 自己組織 化 と

人 工現実 感 との統 合 手法 に関 して述べ る.

3.4.1 イ ン タ ラ ク テ ィ ブ 生 産 シ ス テ ム

現 在 までの 生産 プ ロセ スは, 設計 ・生 産 ・消 費 とい う 一方 向の線 形 的 な

形態 を とられ る こ とが 通常 であ る. 各段 階 を担 う設計 者 ・生 産者 ・消 費者

間の相 互作 用 はあ ま り無 い か, あ った と して も限定 的 であ る. しか しな

が ら, 近 年 の人 々の生 活 の個性 化等 に起 因す る生 産環 境 の動 的 な変動 に

対 して適応 し, 適 切 な生 産 を行 うた め には, 生 産 の各段 階 にお い て, 他

の段 階か らの情報 を. 上手 く取 り込 む こ とが必 要 とな る と考 え られ る. す

なわ ち, 次 世代 の生 産 シス テム で は, 生 産の プ ロセス は非線 形 で並列 的

に なるべ きで あ る と考 え られ る.

並列 的 な生 産様 式 が実現 す る と, 設 計者, 生 産者, 消 費者 そ して生産

の対 象物 で あ る人工物 は, その 人工物 の ラ イフサ イ クル を通 じて互 い に

相 互作 用 しあ うこ とが可 能 となる. そ うす る こ とで, 各要素 が 互 い に相

互作 用的 に発 展 してい くこ とが期 待 で きる. 例 えば, 設計段 階 にお い て

消 費者 の希 望 や生産 者の 意見 を取 り入れ た設計 が可能 となるであ ろ う し,

製品 が消 費 者 の手 に渡 った と して も, 設計 や 生産 者か らのサ ポー トを受

け る こ とが可 能 とな るであ ろ う.

以 上の よ うに, 生 産の 各段 階の相互作 用 を もとに した生産 システム は,

生物 指 向型 生 産 シス テム コ ンセ プ トを も とに, イ ンタラ クテ ィブ生 産 シ

ス テム と して提 案 され てい る. Fig.3.7に この イ ンタラクテ ィブ生 産 シス

テ ムの概 念 図 を示 す.

3.4.2 仮 想 空 間 とBMSの 統 合 ア プ ロ ー チ

イ ンタラ クテ ィブ生 産 シス テム の よ うに, 生産 の 各段 階 間の相互 作 用

を実現 した システム を構 築 しよう とす る際 には, 2つ の課題 を解 決 しなけ

れ ばい け ない.
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(a) Conventional linear Manufacturing (b) Interactive Manufacturing

Fig.3.7: 既 存 生 産 シ ス テ ム と イ ン タ ラ ク テ ィ ブ生 産 シ ス テ ム

・ システムを構成する人 と人工物の相互作用 をいかに して実現で き

るか.

・ 人と相互作用で きる人工物 システムをいかに構築す るか.

といった問題である.

前者は, 人 と人工物の問の相互作用 を実現す るために, 相互作用 を行

うインターフェースを構築する必要がある. 本研究では人工現実感の3次

元 グラフィクスを利用 して仮想空間を構築 し, 人 と人工物 の相 互作用を

実現す る事 を提案する.

次に, インターフェースを構築 して相互作用 を実現 しても, 人工物が人

か らの作用 に反応 した り, 人へ人工物が作用を及ぼすこ とがで きない と

人 と人工物の相互作用 を実現 した とはい えない. そこで本研究では, 人

と相互作用可能 な人工物 システム として生物指向型生産システムを使用

することを提案する. 具体的には本論文で提案 している 自己組織化手法

を利用する.

以上の ように仮想空間 と自己組織化手法 を組み合わせて利用すること

の利点 は以下の通 りである.

・人 と人工物の間の相互作用 を実現で きる.

・ システムに対 して人その ものを取 り込 むことが可能である.

・人の作用に反応する人工物 システムを構築で きる.



3.4. 自己組 織 化過 程へ の 人の参 入 63

Fig.3.8: 仮 想空 間の利用 に よる イン タラクテ ィブ生産 システ ムの構 築

・生物的な情報 を人工物 に対 して容易に付与で きる.

仮想 空 間 を利 用す る ことで, 人 と人工物が相 互作用 す るイ ンター フェー

ス を提 供す るだ けで な く, 現 在 の技 術 で は実現 が 困難 な, 生物 指 向型生

産 システ ム を構 築す る こ とがで きる. 例 えば, 生物 指 向型 生 産 シス テム

の基 本 コ ンセ プ トとなる遺伝 子 型情 報 と しての設計 情 報 を, 人工物 に対

して容易 に付 与す るこ とが 可能 となる.

さ らに, 仮想 空 間で は現実 空 間 にお いて不 足 した情 報 を付与 す る こ と

もで きる. 例 え ば, 機械 設備 を使 用 す る際 に, 通 常 で は設 備 に付属 す る

多 数の 解説 を読 まな けれ ば使 用 で きない ような場 面 で あ って も, 仮 想空

間 で生 産設 備 に関 す る情 報 を容 易 に取 り出 す こ とが 可能 となる よ うな仕

組 み を取 り入 れ れば, そ の機械 設備 を容 易 に利用 す る こ とが可 能 となる

と考 え られ る. す な わ ち, 仮 想 空 間が現 実世 界 のモ デ ル と しての 一方 向

の マ ッ ピングに とど ま らず, 現実 世 界 を拡 張 し, 現 実 空 間 との双方 向 の

相 互作 用 を実現 す るこ とで, 仮 想 空 間 を現実 世 界の コ ン トロー ラ と して

利 用 す る こ とが可 能 となる こ とが期待 で きる.

Fig.3.8は, 仮想 空 間 を利 用 した イ ンタラ クテ ィブ生産 システムの構築

方法 の概 要 を表 してい る.
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3.4.3 イ ン タ ラ ク テ ィ ブ 自 己 組 織 生 産 シ ス テ ム

提 案手 法の特徴

本節 で は, イン タラ クテ ィブ生 産 シス テム構 築 の一例 と して, 生 産 シ

ス テムの 自己組織 化 手法 と仮 想空 間 を結 合 す る手法 に関 して述べ る. そ

の中で も, 以下 で は先 述のPCBs穴 空 け工 程の 自己組織化 シ ミュ レー シ ョ

ンを仮想 空 間 と結合 す る方法 につ いて述べ る.

生産 スケジュー リングにお ける 自己組織化手法 は, 変動 の著 しい生産環

境 にお け る適 応過 程 を実現 可 能で あ る. 計算 機 上で構 築 された 自己組 織

化手法 は, 生 産 シス テムに適 応的 な振 る舞い を提 供す るだけで はな く, 生

産過 程 の2次 元 グ ラフ ィクス による表 示 も提 供 して い る. しか しなが ら,

2次 元 の グラ フィクス表示 は現実感 に欠 け るのみ な らず, 人 との相 互作 用

とい う視 点 を欠い てお り, 人が シス テム内 に参 入す る こ とはで きない.

一方, バ ーチ ャル ファク トリーにおいて構築 され る ように [67], 人 工現

実感 を用 い た フ ァク トリー アニ メー シ ョンが 利用 され る場 合 の主 な 目的

は, 工場 設計 の際 の プ ロ トタイ ピング と して の利 用 な どで あ り, 対 象 と

す る工場 の よ り現 実的 な表現 にあ る. つ ま り, 現 在 までのバ ーチ ャル フ ァ

ク トリーで構築 され る仮想 空 間 には, 相 互作 用 のた めの イ ンター フェー

ス機 能 はあ るが, 仮 想 空 間内 での要 素 の動 きはアニ メー シ ョンに と どま

る場 合が 多 い. す なわ ち, そ の コ ン トロー ル手法 は静 的 で, あ らか じめ

定 め られた シー ケ ンス に よる もの が ほ とん どで あ り, 人工物 システ ム と

人 との十分 な相互作 用 が実現 した とはい えない.

この よ うな現 状 の もとで, 生 産 スケ ジュ ー リ ングの 自己組 織 化 手法 と

仮 想 空 間 を結合 す る こ とは, 人工 現 実感 を利 用 した仮想 空 間に とっ ては

シス テム内の要素の動 きを実現す るエ ンジ ンを得 る ことにな り, 一方, 自

己組織 化手 法 に とって は人 とシス テムの イ ンター フェー ス を得 る こ とに

な る とい う利 点 もあ る.

以上の ような イ ンタラクテ ィブ 自己組織生 産 システムが実現す る と, 製

品 の設計者, 生産 エ ンジニア, 生 産管理者, セ ールスエ ンジニ アが 同 じ仮

想 空 間内で働 くこ とが可 能 とな る. 彼 らは人工現 実 感 の イ ン ター フ ェー

ス を用 い て, お互 い に相 互作 用 し合 い なが ら協 調 的 に作 業 を行 な う. こ
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の よ うな相 互作 用 を ともな った作業 は, 互 い に理 解 し, 学 習 し合 い, あ

るい は観 察 し合 うとい う こ とを可 能 にす る. つ ま り, この よ うな相 互作

用 を ともな った作業 方 法 は, 生 産 に対 す る新 しい ア イデ ィア を, 人 を含

む システ ムの振 る舞 いの結 果 と して創発 す る よ うな システ ム となる と期

待 で きる.

自己組織 化 と仮想 空 間の結 合方 法

自己組織 化 手法 と仮 想 空 間の結 合 は, 両 機能 を含 んだ1つ の大 きな シ

ス テム を構 築す るので は な く, 分散 的 な方 法 を用 い る. す な わち, 両 方

を独 立 した ソフ トウェア と して動 作 させ, その 間 を コ ミュニ ケー シ ョン

ソフ トウェア (Message Passing Interface standard, MPI) を用い て双 方向 に

通 信 を しなが ら シ ミュ レー シ ョンを進 め て行 くとい う方法 で ある.

この よ うに分散 型 の システ ム と して構 築す る ことに は以 下 の よ うな利

点が あ る.

・ 各 ソフ トウェア は独 立 して 開発 ・更新 が可 能で あ り, その過 程 も比

較 的容 易 であ る.

・ 比 較的性 能の低 い計 算機 において も良いパ フォーマ ンスが得 られ る.

・ 通 信 を用 いて異 な った プ ラ ッ トフォーム同士 で もソフ トウェアが実

行 で きる.

構 築 した シス テム の概 要 をFig.3.9に 示 す. 機械 やAGV等 の工場 内 の

生 産 要素 の行動 は, 自己組織 化 シ ミュ レー シ ョン (Self-Organization Sim-

ulation: SOS) 上 の機械 とAGVの 相互作 用 の結 果 として実現 され る. 一方,

仮 想 空 間 を提 供 す る人工 現 実感 (Virtuai Reaiity: VR) は, 3次 元 グラ フ ィ

クス に よる シス テムの状 態 の可 視化 と, 人 とシステ ムの相 互作 用 の ため

の イ ン ター フ ェー ス を提 供す る. この ような 自己組織 化 シ ミュ レー シ ョ

ンと仮想 空 間の結 合 の結 果 と して, 人 が シス テム内部 へ と入 り込 み, シ

ステ ム との相 互作 用 を行 える よ うに なる.

自己組 織 化 シ ミュ レー シ ョン と仮 想空 間の両 ソフ トウ ェア間で 通信 を

用 いて交換 される情 報 はFig.3.10の 通 りであ る.
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Fig.3.9: 自己 組 織 化 シ ミュ レー シ ョ ン と仮 想 空 間 の 結 合

情 報の 交換 は初期 交換 部分 と連 続 交換 部分 に分 類が 可能 で あ る. 前者

は シ ミュ レー シ ョンの初期化 時点 で用 い られ, 自己組織化 シ ミュ レー シ ョ

ンか ら仮 想空 間へ は, フロアサ イズや製 品投 入 口 ・搬 出 口 とい った製造

フロアに関す る情 報, 機械 の初 期位 置・ 状 態, AGVの 初期位 置 ・状 態が

あ る. 一方仮想 空 間か らは システ ムに参 入す る 人の初期 位 置 ・肉 きが送

られ る.

後者 は シ ミュレー シ ョンの 問に, 自己紅織 化 シ ミュ レー シ ョンと仮想空

間の 問で連 続 的 に行 なわれ る通信 で あ る, 自己組織 化 シ ミュ レー シ ョン

か らは臼己組織 化の結 果 と して生成 され る機械 とAGV, 製品 の位 置 とそ

れ ぞれの状 態 に関す る情 報が送 られ る. 一方, 機械 やAGVを 停 止 ・再始

動 した りす る な ど, 仮 想空 間内で 人が何 らか の動 作 を起 こ した時 は, そ

の動 作 に 関す る情 報が 仮想 空 間か ら 自己組 織化 シ ミュ レー シ ョンへ と送

られ, その 人の作 用 に対 す る影響 を加味 した機 械 やAGVの 位 置, 状態 が

再 び 自己組 織 化 シ ミュ レー シ ョンに よって変 更 され る.
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Fig.3.10: 自己組織 化 シ ミュ レー シ ョンと仮想 空 間の 間で交 換 され る情 報

3.4.4 実 験 結 果 と考 察

前節 まで の シス テム構 成 を用 いて イ ンタラ クテ ィブ 自己組 織生 産 シス

テ ム を構築 し, 計 算 機実験 を行 った. 以下 で は, まず仮 想 空 間内 の各生

産要素 の モ デルお よび仮 想空 間内の 人のモ デ ルについ て述べ る.

構 築 した モ デル を利 用 した イ ン タラ クテ ィブ 自己組織 生 産過程 につ い

て述べ た後, 仮想 工場 内 にお ける人 と シス テム の相 互作 用 の過程 につ い

て述べ る.

仮 想空 間 内の各 要素 の モデ ル化

生 産要 素 の モ デル化 本例 で仮 想空 間 と結合 す る生産 ス ケ ジュ ー リ ング

の 自己組織 化 シ ミュ レー シ ョンは, 先 述 したPCBs穴 空 け工程 とす る.

PCBs穴 あ け工 程 の 自己組織化 シ ミュ レー シ ョンにお ける フロア上の 各

要素の モデ ルは, 前節 におい て述べ た もの と同 じであ り, 機械, AGV, 製

品, さ らには製品投 入 口 ・搬 出口の モデ ル を利用 してい る.
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(a) PCBs穴 あ け 機械

(b) AGV

(a) 製 品投 入 口の 製 品ス プー ル用棚

Fig.3.11: 仮 想 空 間 内 に お け る 各 生 産 要 素 モ デ ル.
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一方, 仮 想 空 間 におい て は, PCBs穴 空 け機械 やAGV, 製 品 とい った

製 造 フロア上 のすべ ての生 産要素 が, 3次 元 オブジ ェ ク トで表現 され る.

Fig.3.11に それ らの各 オ ブ ジェ ク トを示す.

穴 空 け機械 はFig.3.11 (a) の ようにモデ ル化 し, 先 述 した ように, その

加工 精度 とテ ー ブルサ イズ に よって数種類 に分類 が可 能で あ る. そ の た

め, 仮 想空 間内で は, 加工精 度 はオブ ジェク トの色の違 いで表現 され, ま

たサ イズ もそ れぞ れモ デ ル化 され てい る. さ らに は, 機械 の ス ピ ン ドル

の動 き もモ デ ル化 した.

AGVは 単純 な台車 と して モ デル化 してい る. また, PCBsが 数枚 含 ま

れ た製 品 も, PCBボ ー ドが 積 み重 なっ た もの と してモ デ ル化 して い る.

Fig.3.11 (b) は, 製 品 を乗 せ たAGVを 表 してい る.

製品投 入 口お よび搬 出 口 に設 置 され た, 製品 を一 時的 にス プー ル して

お くキュ ー も, 単純 な棚 の よ うなモ デル と してFig.3.11 (c) の ようにモデ

ル化 され てい る.

人の モデ ル化 システ ム に参入 す る人 は一 人で あ る もの と し, 製造 フロ

ア 上の人 のモ デ ル化 を行 った.

自己組織化 シ ミュ レー シ ョンにおい ては, 機械 やAGVと 同様 に人の位

置 座 標 中心 よ り斥力 場 を生 成 して, 各生 産 要素 との衝 突 回避 に利 用 す る

もの と した.

また, シス テム に介 入す る人 は一 人 であ る もの と して い るため, 仮想

空 間で 人の描 画 は されない. 仮想 空 間内 を身長170cmの 人 と して見渡す

こ とが で きる視 点 の モ デル化 を行 った. また, マ ウス イ ン ター フ ェース

を利 用 して仮 想空 間内 を 自由に移動 す る こ とが可能 で あ る.

本 実験 にお い て は, イ ン タラクテ ィブ生 産 シス テムの コ ンセ プ トの う

ち, 特 に生 産者 と人工 物 の 間の相 互作 用 に着 目 し, システ ム に参 入す る

人 は生 産 エ ンジニ アで あ る もの と した. 生 産 エ ンジニ ア は, システ ム内

の機 械 やAGVと は以 下 の よ うな相 互作用 が可 能 であ る と した.

・AGVに とって の移動 す る障 害物 と しての存 在 (シ ス テム観 察者 や オ

ペ レー タ).
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・仮 想空 間 内 にお け る機 械 の配置 変更 (リ アル タイムの フロ ア レイア

ウ ト変 更),

・機 械 やAGVの ス トップ/ス ター ト (リ アル タイム オペ レー シ ョン).

イ ンタラ クテ ィブ 自己組織 化 生産

実験設 定 実験 対 象 と した製造 フロアの概 要 は, Fig.3.2の 通 りで あ る.

総機械 台数 は44台 で,'A' 精度 の機械 が12台, 残 りは32台 が 'B' 精 度 の

機械 で あ る. また, AGVは5台 で あ る.

フロ ア中央 には, 製 品投 入 口お よび製 品排 出 口が あ り, 製 品 を 一時的

に保 存す るための キ ューが あるの も同様 で ある.

自己組織化 生産過程 構築 した仮想空 間の概要 をFig.3.12に 示す. Fig.3.12 (a)

は製造 フロア全 体の 鳥瞰 図であ り, Fig.3.2と よ く対 応 してい る こ とが わ

か る.

実 験 を開始 す る と, 自己組織 化 シ ミュ レー シ ョン (SOS) と人工 現 実感

(VR) を利 用 した仮想空 間の 間で以下の様 な通信 を行 って情報 交換 を行い,

生 産が進捗 す る状 況 を確認 した.

SOSとVRの 両 ソフ トウェ アの初期化 の後, SOSは 各要素 の位 置 に も

とつ いてポ テ ンシャル場 を計算 し, 生 産要素のすべ ての行動 をコ ン トロー

ルす る. そ して各 オ ブ ジェ ク トの位置 と状 態 の メ ッセー ジをVRへ と送

る. SOSがVRか らメ ッセ ー ジを受 け取 った時 は, フ ィー ル ド計算 が再

び行 なわれ, 再 び計算 結果 に基 づ い た新 た な オブ ジ ェク トの位 置 と状 態

の メ ッセ ー ジ をVRの 方 へ と再送 す る.

一 方, VRはSOSか ら受 け取 った メ ッセ ー ジに基づ い てすべ ての オ ブ

ジェ ク トを仮想 フ ロア内 に可視 化す る. 人 とシス テムの相 互作 用 が起 こ

り, その結果 と して システムの状態 が変化す る と, SOSの 方へ とメ ッセ ー

ジが送 られ, 再 びSOSか ら更新 され た メ ッセー ジ を受 け取 る.
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(a) 仮 想工場 内 のPCBs製 造 フロア

(b) フ ロア 上の 人の視 点 か ら見 た仮想工 場

Fig.3.12: 仮 想 空 間 内 のPCBs製 造 フ ロ ア の概 要
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Fig.3.13: 生 産 エ ン ジ ニ ア に よ る相 互作 用

人 とシステム の相 互作 用の例

仮 想空 間にお け る システム に参 人す る生 産エ ンジニ ア とシ ステム の間

の相 互作用 の うち, フ ロア レイア ウ トの 変更過程 に関 して実 験 を行 った.

Fig.3.13は 生 産エ ン ジニ ア に よる リア ル タイムの フロ ア レイアウ トの変

更過程 を示 してい る. SOSとVRの 問の通信 は以 ドの通 りに行 われ る.

生産 エ ンジニア は, 仮想 工場 内 で生 産の途 中で機械 の位 置 を変 更す る

ことが 可能で あ り, そ の新 た な レイア ウ トの情 報はSOSへ と送 られ る.

sosは この機械 の位 置の変 更 に適応 し, 新 た な位置 にあ る機械 に 製品 を

搬 送す る ため に, 新た なAGVの 行動 が 自己組 織化 され る.

このAGVの 新 たな行動 に関 す る情報 は, VRへ と再び送 られ る. 仮想

i:場内 におい て, 人 とシステム の相 互作用 の結 果 と して, 新 たな機 械 の

位 置へ と追 いか け る ような行動 が観 察 され た.

以 上の結 果 よ り, 生 産エ ン ジニ ア とシステ ム との相 互作 用 の過程 にお

いて は, 仮想工 場 内で の生産 エ ンジニ アの行動 が 自己組 織 化 シ ミュ レー

シ ョンへ と影響 を 与えて い る こ とを確 認 した. 一方, 自己絹 織 化 シ ミュ



3.4. 自己組織 化過 程へ の 人の参 入 73

レー シ ョンにお い て も機 械 の移動 に よって変化 した フ ロア上 の状 態 に適

応 し, 新 たな秩 序 を自己組織 化 し, その結 果 が仮想 空 間へ と影響 を与 え

て い る こ とを確 認 した. つ ま り, システ ム と人 との相 互作 用が 実現 して

い る こ とを確 認 した.

現 在 までの とこ ろ構 築 した システ ム にお い て可能 な相 互作 用 は非常 に

挙純 な もの であ るが, イ ンタラ クテ ィブ生 産 シス テム にお け る生 産者 と

人工物 との相 互作 用 が実 現可 能 であ る こ とを示 し, 提案 手法 の 有効 が確

認 で きた.
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3.5結 言

本 章 では, 複 雑化 す る生 産環境 に適応 可能 なス ケジュ ー リ ング手 法 と

して, 設備 の生産 能力 と, 製 品の生 産要 求 を動 的 かつ局 所 的 に適 合 させ

る こ とに よ り生 産 を進 め る 自己組織 化 を利用 したス ケ ジュー リ ング手法

を提案 した.

提 案手法 は,「 自律 分 散型 」 かつ 「リアル タイム スケ ジュ ー リ ング」 手

法 の1つ で あ り, さ らに 「搬 送系 の制約 を考慮 した」 ス ケ ジュ ー リ ング

手法 の1つ と位 置づ け られた.

PCBsボ ー ドへ の穴 あ け工程 へ と提 案手 法 を適用 し, 計 算機実 験 を行 っ

た ところ, 自律 的 に生 産が 進 む様 子 を観 察 す る と ともに, 機械 の故 障 と

い う環境 変動 に適 応 す る様 子 を観 察 した. また, 既存 の リアル タイムス

ケ ジュー リング手法 の一 つで あ るSPTと の比 較実験 を行 った結 果, 同程

度 以上 の生産性 を有 す る こ とを確認 した.

さ らには, 設計 者, 生 産者, 消 費者 とい う生 産の 各段 階 に関与 す る人

間が, 人工物 の ライ フサ イ クル全体 を通 して相 互作 用 し続 け る とい う イ

ンタ ラクテ ィブ生産 システ ム につ い て述べ た. イ ン タラ クテ ィブ生 産 の

一 例 と して 自己組織 化 シ ミュ レー シ ョン と仮 想 空 間 を統 合す る こ とにつ

いて述べ, その シ ミュ レー シ ョン結 果 につ いて も述 べ た.

現 在 までの ところ構 築 した システ ム におい て可能 な相 互作 用 は非 常 に

単 純 な もので あ るが, 提 案手 法 の有効 性 は確 認 で きた. この イ ン タラ ク

テ ィブ工場 にお い て, オペ レー タの ような人 間 は, システ ム との相 互作

用 を通 じ, 自身 も環境 変動 の一部 と して システ ムに取 り込 まれ, 人 と工

場 との相互作 用が 可能 とな るこ とを示 した.




